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総則 

す。）第１

め、共通編

（第２種オープン

（用語の定義） 

第２条 別冊において 使用します。 

用  語 の   意   味 

第１章 

（約款の適用） 

第１条 ＩＰ通信網サービス契約約款共通編（以下「共通編」といいま

条（約款の適用）第２項に規定する別冊として、当社はこの別冊を定

に加えてこの別冊によりオープンコンピュータ通信網サービス

コンピュータ通信網サービスに限ります。）を提供します。 

 この は、次の用語はそれぞれ次の意味で
 

用   語   

１ 第２種契約 当社から別冊に規定する第２種オープンコンピュータ通信網

サービスの提供を受けるための契約 

２ 第２種契約者 当社と第２種契約を締結している者 

３ 他社接続モ

イルデータ通

利用回線 

に定める特定協定事業者の契約に基づいて設置され

特定協定

通信サービスを利用するために使用されるもの

する特定協定事業者の契約約款は、次のも

約款

LTE編)に準

の（この場合において、本約款に定める「契約者」

を当社とし、本約款に基づいて提供される電気通信サー

もの） 

バ 当社が別

信 る特定協定事業者の電気通信設備（その契約に係る

事業者の電気

を含みます。） 

（注） 本欄に規定

のとします。 

   モバイルデータ通信ネットワークサービス契約

【エンドユーザ編】 

   EMOBILE通信サービス契約約款(EMOBILE 

じるも

ビスのうち無線ＩＰアクセスサービスを除いた

４ ドメイン名 当てられる 株式会社日本レジストリサービス等によって割り

組織を示す名称 

５ モバイルアク

セス 

契約事業

者を含みます。）の無線基地局設備とＩＰ通信網契約者が指定

。）との間

者は、株式

ＩＰ通信網契約に基づいて当社（当社が別に定める

する移動無線装置（当社が指定するものに限ります

に設定される電気通信回線 

（注）本欄に規定する当社が別に定める契約事業

会社エヌ・ティ・ティ・ドコモとします。 

６ 契約者カード １のモバイルアクセス番号その他の情報を記憶することがで

種オープンコンピュータ通

するタイプ６の

コース３のプラン１、タイプ６－２又はタイプ６－３を使用

するものに に契約者に貸与するもの 

きるカードであって、当社が第２

信網サービス（料金表第１表（料金）に規定

限ります。）の提供のため

 

第２章 オープンコンピュータ通信網サービスの種類等T 

（オープンコンピュータ通信網サービスの種類） 

第３条 オープンコンピュータ通信網サービスには、次の種類があります。 
 

種  類 内         容 

１ 第２種オープ ダイヤルアップ回線からアクセスポイントに接続して提供す
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通信網サービ

ニュー１の

線、光アク

ルアクセス

第３種オ

ンコンピ

ュータ通信網サービス及び第６種オープンコンピュータ通信

網サービス以外のもの 

ンコンピュータ

ス 

るＩＰ通信網サービス（タイプ３のコース１のメ

プラン７を除きます。）並びに利用回線、ＤＳＬ回

セス回線、加入者回線、移動利用回線又はモバイ

を使用して提供するＩＰ通信網サービスであって、

ープンコンピュータ通信網サービス、第４種オープ

 

（オープンコンピュータ通信網サービスの通信モード） 

第４条 ンコンピュータ通 信モードがあります。 

通信モード 内           容 

 オープ 信網サービスには、次の通
 

 

データモード 符号又は影像の伝送交換を利用目的とした通信を行うことが

できるもの 

 

第３章 第２種オープンコンピュータ通信網サービスに係る契約

（第２種契約の単位） 

 

通編第８条（ＩＰ通信網契約の単位）に規定する契約の単位と

、第２

線の終端） 

種契約者が指定した場所内の建物又は工作物において、回線

前項の加入者回線の終端に係る地点を定めるときは、第２種契約者と

設備等に

あるときは、他のＩＰ通

す。 

２種契約申込みの方法） 

申込みの方

して、第２種契約の申込みをするときは、次に掲げる事項等について当社が

指定す

種オープンコンピュータ通信網サービスの通信又は保守の態様による細

の氏名又は

１及びコー

ものを除きます。以下この節において同じとします。）に係る終

クセス回線について特定協定事業者と締結している契約

の内容 アクセス回

線に係るものに限ります。）に規定する事項のうち、当社が第２種オープンコン

ピュータ通信網サービスの料金又は工事に関する費用を適用するために必要な

事項に限ります。） 

 その他申込みの内容を特定するために必要な事項 

（第２種契約申込みの承諾） 

第９条 当社は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承諾）第２項のほか、次

第５条 当社は、共

して、加入者回線等１回線ごとに１の第２種契約を締結します。この場合

種契約者は、１の第２種契約につき１人に限ります。 

（加入者回

第６条 当社は、第２

終端装置等を設置し、これを加入者回線の終端とします。 

２ 当社は、

協議します。 

（加入者回線の収容） 

第７条 加入者回線は、当社が指定するＩＰ通信網サービス取扱所の交換

収容します。 

２ 当社は、技術上及び業務の遂行上やむを得ない理由が

信網サービス取扱所の交換設備等への収容の変更を行うことがありま

（第

第８条 共通編第９条（ＩＰ通信網契約申込みの方法）に規定する契約

法と

る方法により第２種契約の申込みを行っていただきます。 

 第２

目 

 利用回線、ＤＳＬ回線又は光アクセス回線に係る特定協定事業者

名称 

 ＤＳＬ回線（料金表第１表（料金）に規定するタイプ２のコース

ス１－２に係る

端の場所 

 ＤＳＬ回線又は光ア

（特定協定事業者の契約約款及び料金表（ＤＳＬ回線又は光
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ります。 

Ｌ回線について特定協定事業者と契約

他その

（ 、当社が

提供する上

必要なソフトウェアの更新等についてあらかじめ承諾していただきます。 

の際、ＩＰ通信網サービスを一時的に利用できない場合がありま

２種オー

るところに

間内に第２種契約の解除又は料金表第１表

当社が定め

（料金）に規定するタイプ３のコース１のメ

きます。）

様による細

１表（料金）に別段の定めがある場合は、その定めるところ

は、共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの

申込みの承諾）の規定に準じて取り扱います。 

電子メー

更） 

種契約申込

承諾）及び

います。 

第１項及び

金）に規定

ン４を除きます。）が第２種契約に基

利をいいま

、共通編第13条第３項

権を譲り受けようとする者が、利用回線、ＤＳＬ回線、光アクセ

事業者と契

約を締結している者と同一の者とならないとき。 

 その譲渡について、ＤＳＬ回線に係る特定協定事業者の承認が得られないと

き、その他相互接続協定に基づく条件に適合しないとき。 

 その第２種契約に基づく契約において、契約に基づく権利の譲渡が認められ

ていないとき。 

（特定協定事業者の契約の解除等に伴う第２種契約の扱い） 

第15条 当社は、第２種契約者からその第２種契約に係るＤＳＬ回線、光アクセス

に規定する場合には、その第２種契約の申込みを承諾しないことがあ

 第２種契約の申込みをした者が、ＤＳ

を締結している者と同一の者とならないとき。 

そ のＤＳＬ回線に係る特定協定事業者の承諾が得られないとき、その

申込み内容が相互接続協定に基づく条件に適合しないとき。 

注） 当社が別に定める自営端末設備を利用している第２種契約者は

必要と判断した第２種オープンコンピュータ通信網サービスを

で

   なお、そ

す。 

（最低利用期間） 

第10条 共通編第11条（最低利用期間）に規定する最低利用期間として第

プンコンピュータ通信網サービスには、料金表第１表（料金）に定め

より最低利用期間があります。 

２ 第２種契約者は、前項の最低利用期

に規定する通信又は保守の態様による細目の変更等があった場合は、

る期日までに、料金表第１表に規定する額を支払っていただきます。 

（通信又は保守の態様による細目の変更） 

第11条 第２種契約者（料金表第１表

ニュー１のプラン７、メニュー２のプラン４、コース２及びコース３を除

は、第２種オープンコンピュータ通信網サービスの通信又は保守の態

目の変更の請求をすることができます。 

 ただし、料金表第

によります。 

２ 前項の請求があったときは、当社

承諾）及び第９条（第２種契約

（電子メールの利用） 

第12条 第２種契約者は、料金表第１表（料金）に定めるところにより、

ルを利用することができるものとします。 

（その他の第２種契約内容の変

第13条 当社は、第２種契約者から請求があったときは、第８条（第２

みの方法）第５号に規定する契約内容の変更を行います。 

２ 前項の請求があったときは、当社は、第９条（第２種契約申込みの

共通編第10条（ＩＰ通信網契約申込みの承諾）の規定に準じて取り扱

（第２種契約に基づく権利の譲渡） 

第14条 当社は、共通編第13条（ＩＰ通信網契約に基づく権利の譲渡）

第２項の規定により第２種利用権（第２種契約者（料金表第１表（料

するタイプ３のコース１のメニュー２のプラ

づいて第２種オープンコンピュータ通信網サービスの提供を受ける権

す。以下同じとします。）の譲渡の承認を求められたときは

のほか次に規定する場合を除いて、これを承認します。 

 第２種利用

ス回線又は他社接続モバイルデータ通信利用回線について特定協定
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あった旨

除します。 

データ通信

た場合

たとき

ＳＬ回

タ通信利用回線について特定協定事業者と

たときは、

）に規定す

２のプラン４に係る

出があった

）に定める

表第１表（料金）に規定するタイプ３のコース１

き、その第

ービスがある同一の建物内の第２種契約に

きは、あら

第２種オー

ューター通信網サービス（料金表第１表（料金）に規定するタイプ３

停止を行っ

建物内

る場合

ター通信網サービ

スを中断しようとするときは、あらかじめ第２種契約者にそのことを通知します。 

３ 協定事業者からその第２種契約（料金表第１表（料金）に規定す

ー１のプラン７及びメニュー２のプラン４に係る

があったと

利用を停止します。 

等） 

測定等につ

ます。 

 ダイヤルアウトに係る接続時間 

 ダイヤルアップアクセス回線からオープンコンピュータ通信網サービスに係

る契約者回線、加入者回線等又はＤＳＬ回線への接続時間 

２ 第２種オープンコンピュータ通信網サービス（料金表第１表（料金）に規定す

るタイプ６のコース１に係るものに限ります。）に係る課金対象パケットの情報量

の測定等については、料金表第１表（料金）に定めるところによります。 

回線又は他社接続モバイルデータ通信利用回線について、契約の解除が

の届出があったとき又はその事実を知ったときは、その第２種契約を解

 ただし、第２種契約者がＤＳＬ回線、光アクセス回線又は他社接続

利用回線に係る契約を解除すると同時にその契約に相当する契約を締結し

であって、その第２種契約者から第２種契約を継続したい旨の申出があっ

は、この限りでありません。 

２ 前項に規定するほか、当社は、第２種契約者とその第２種契約に係るＤ

線、光アクセス回線又は他社接続デー

契約を締結している者が同一の者でないことについて、その事実を知っ

その第２種契約を解除することがあります。 

３ 当社は、特定協定事業者からその第２種契約（料金表第１表（料金

１のプラン７及びメニューるタイプ３のコース１のメニュー

ものに限ります。）に係る光アクセス回線について、契約の解除の届

とき又はその事実を知ったときは、その第２種契約を解除します。 

（当社が行うＩＰ通信網契約の解除） 

第15条の２ 当社は、共通編第15条（当社が行うＩＰ通信網契約の解除

ところにより第２種契約（料金

のメニュー２のプラン４に係るものに限ります。）の解除を行ったと

２種オープンコンピューター通信網サ

ついても解除する場合があります。 

２ 当社は、前項の規定により、その第２種契約を解除しようとすると

かじめ第２種契約者にそのことを通知します。 

（利用停止に伴う第２種契約の扱い） 

第15条の３ 当社は、共通編第24条（利用停止）に定めるところにより

プンコンピ

のコース１のメニュー２のプラン４に係るものに限ります。）の利用

たとき、その第２種オープンコンピューター通信網サービスがある同一の

の第２種オープンコンピューター通信網サービスについても利用を中断す

があります。 

２ 当社は、前項の規定により、その第２種オープンコンピュー

当社は、特定

るタイプ３のコース１のメニュ

ものに限ります。）に係る光アクセス回線について、利用停止の届出

き又はその事実を知ったときは、その第２種契約の

 

第４章 通信 

（料金適用上必要な事項の測定

第16条 次に揚げる接続時間（以下「接続通信時間」といいます。）の

いては、料金表第１表（料金）に定めるところにより

 ダイヤルアップ回線からアクセスポイントへの接続時間 

 特定ダイヤルアップ回線からアクセスポイントへの接続時間 

 ポータブルＩＰアクセスからアクセスポイントへの接続時間 
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（料金表第

２及びタイ

ービス

、地下駐車場、ビルの陰、トンネ

きない場合

タ通信網サービス（タイプ６のコース３の

係る通信に

 

おいて、そ

くそうする場合において、その契約者回線からの通信の利用を制限

る通信等を

保留し当社

供に支障を

置 

イプ６のコ

１に係るも

社所定の基

ビスの一部

社は、第２種オープンコンピュータ通信網サービス契約者が（タイプ６－３

のコース１のメニュー１のプラン２に係るものに限ります。）が１暦日に行った通

信に の数が当社所定の基準を超過した場合には、その第２種オー

があり

払い義務と

払いは第18

ース１のプ

きます。以

通信網サー

約ごとに定

をいいます。）から次の暦月の起算日の前日までの間をいい

った日を含

の料金

月に含まれる場合は、１か月間とします。）について、当社が提供するＩＰ通信網

サービスの態様に応じて料金表第１表（料金）に規定する第２種契約に係る定額

利用料等の支払いを要します。ただし、料金表に別段の定めがある場合は、その

定めるところによります。 

２ 前項の期間において、利用の一時中断等によりＩＰ通信網サービスを利用する

ことができない状態が生じたときの料金の支払いは、次によります。 

 利用停止があったときは、第２種契約者は、その期間中の定額利用料等の支

（通信利用の制限等） 

第16条の２ 共通編第26条（通信利用の制限等）のほか、第２種契約者

１表（料金）に規定するタイプ６のコース３のプラン１、タイプ６－

プ６－３に係る者に限ります。）は、第２種オープンコンピュータ通信網サ

区域内であっても車両等の走行中の車内、屋内

ル又は山間部等電波の伝わりにくいところでは、通信を行うことがで

（通信速度が低下する場合を含みます。）があります。 

２ 当社は、第２種オープンコンピュー

プラン１、タイプ６－２及びタイプ６－３に係るものに限ります。）に

ついて、次の措置をとることがあります。

 一定時間内に大量又は多数の通信があったと当社が認めた場合に

の契約者回線からの通信の利用を制限する措置 

 通信がふ

する措置 

 当社が定めるソフトウェア、通信プロトコル又は通信ポートに係

制限する措置 

 通信を行うために設定された契約者回線を一定時間以上継続して

の電気通信設備を占有する等、その通信がＩＰ通信網サービスの提

及ぼすおそれがあると当社が認めた場合に、その通信を切断する措

３ 当社は、第２種オープンコンピュータ通信網サービス契約者が（タ

ース３のプラン１及びタイプ６－３のコース１のメニュー１のプラン

のに限ります。）が１の料金月に行った通信におけるパケットの数が当

準を超過した場合には、その第２種オープンコンピュータ通信網サー

または全部の利用を停止することがあります。 

４ 当

おけるパケット

プンコンピュータ通信網サービスの一部または全部の利用を停止すること

ます。 

 

第５章 料金等 

（料金等の支払義務） 

第17条 共通編第29条（利用料金等の支払義務）に規定する料金等の支

して、第２種オープンコンピュータ通信網サービスに係る料金等の支

条から第21条のとおりとします。 

（定額利用料等の支払義務） 

第18条 第２種契約者（料金表第１表（料金）に規定するタイプ１（コ

ラン５を除きます。）及びタイプ６のコース１のプラン１に係る者を除

下この条において同じとします。）は、その契約に基づいて当社がＩＰ

ビスの提供を開始した日を含む料金月（１の暦月の起算日（当社が契

める毎暦月の一定の日

ます。以下同じとします。）の翌料金月から起算して、契約の解除があ

む料金月までの期間（提供を開始した日と解除又は廃止のあった日が同一
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ＩＰ通信網

ＩＰ通信網サービスへの

ＩＰ通信網サー

ビス 期間中の定額利 します。 
 

金 

払いを要し、第22条（第２種契約者からの通知）第３項に規定する

サービスへの接続が出来ないときは、契約者は、その

接続が出来ない期間中の定額利用料等の支払いを要します。 

 前号の規定によるほか、第２種契約者は、次の場合を除き、

を利用できなかった 用料等の支払いを要

区     別 支払いを要しない料

１ 第２種契約者の責めによらな

により、そのＩＰ通信網サービ

く利用できない状態（その契約

電気通信設備によるすべての通

しい支障が生じ、全く利用でき

態と同程度の状態となる場合を

す｡以下この表において同じとしま

す。）が生じた場合（２欄、３欄

欄に該当する場合及びＤＳＬ回

間（共通編別記２のに掲げる

定事業者の区間に限ります。）

て、当社が別に定める理由によ

利用できない状態

い

ス

に

信

ない状

含みま

又は４

線の区

特定協

におい

り全く

となる場合を除きま

た

態

時刻以後の

24時間の倍

。）につい

とに日数を計算し、そ

の日数に対応するそのＩＰ通信網サ

ービスについての料金 

理由

を全

係る

に著

そのことを当社が知った

利用できなかった時間（

数である部分に限ります

て、24時間ご

す。）に、そのことを当社が知っ

から起算して24時間以上その状

続したとき。 

時刻

が連

２ 当社の故意又は重大な過失に

のＩＰ通信網サービスを全く利

ない状態が生じたとき。 

よ

用

時刻以後の

ついて、そ

Ｐ通信網サ

料金 

りそ

でき

そのことを当社が知った

利用できなかった時間に

の時間に対応するそのＩ

ービスについての

３ 回線収容部の変更等又は移転に伴っ

て、ＩＰ通信網サービスを利用できな

２種

約者の都合によりＩＰ通信網サー

を利用しなかった場合であって、

設備を保留したときを除きます。）。 

利用できなくなった日から起算し、

再び利用できる状態とした日の前日

のＩＰ通信

金 

くなった期間が生じたとき（第 契

ビス

その

までの日数に対応するそ

網サービスについての料

４ ＩＰ通信網サービスの接続休止をし 接続休止をした日から起算し、再び

前日まで

通信網サ

ービスについての料金 

たとき。 利用できる状態とした日の

の日数に対応するそのＩＰ

 

 当社は、支払いを要しないこととされた料金が既に支払われている

の料金を返還します。 

３ ときは、そ

結果、過払

相殺し

て返還することがあります。 

（注） 本条第２項に規定する当社が別に定める理由は、ＤＳＬ回線に係る共通編

別記２のに掲げる特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定するＤＳＬ方

式に起因する事象によるものとします。 

第19条 第２種契約者（第18条（定額利用料等の支払義務）第１項の当社が別に定

める者（タイプ３のコース１のメニュー１のプラン７を除きます。）に限ります。

以下この条において同じとします。）は、ダイヤルアップ回線（当社が別に定める

４ 前項の場合において、１以上の料金月の料金が重複して支払われた

い金が発生したときは、当社はそれ以後の料金月の料金でその過払い金を
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て、当社が

約者に係る

間を含みま

いを要しま

正しく算定

に定めるところにより算定した料

、第２種

以上の料金月の料金が重複して支払われた結果、過払い金が発生したときは、

とがありま

する当社が別に定めるダイヤルアップ回線は、料金表第

Ｐアクセス

定する第２

約に基づい

算して、第

解除又

す。）につい

の第２種契

た場合の接続に係る接続通信時

その第２種

るパケット

定した料金

機能利用料（ポ

ては、その

の提供を開始した日を含む料金月の料金の

った日が同

金月に含まれる場合を除きます。） 

ます。 

ことができない状態が生

じたとき は、次によります

 利用停止があったときは、契約者は、その期間中の利用料等の支払いを要し

者は ビスを

料

金 

ものに限ります。）からアクセスポイントに接続して行った通信につい

測定した接続通信時間（その第２種契約者以外の者が、その第２種契

契約者識別符号及び暗証符号を送信した場合の接続に係る接続通信時

す。）と料金表第１表（料金）の規定とに基づいて算定した料金の支払

す。 

２ 第２種契約者は、前項の料金について、当社の機器の故障等により

することができなかった場合は、料金表第１表

金額の支払いを要します。この場合において、特別の事情があるときは

契約者と協議し、その事情を参酌するものとします。 

３ １

当社はそれ以後の料金月の料金でその過払い金を相殺して返還するこ

す。 

（注） 本条第１項が規定

１表（料金）に規定する特定ダイヤルアップ回線及びポータブルＩ

とします。  

（利用料等の支払義務） 

第20条 第２種契約者（第18条（定額利用料等の支払義務）第１項に規

種契約者を除きます。以下この条において同じとします。）は、その契

て当社がＩＰ通信網サービスの提供を開始した日を含む料金月から起

２種契約の解除があった日を含む料金月までの期間（提供を開始した日と

は廃止のあった日が同一の料金月に含まれる場合は、１ヶ月間としま

て、当社が測定した接続通信時間（その第２種契約者以外の者が、そ

約者に係る契約者識別符号及び暗証符号を送信し

間を含みます。）、パケットの情報量（その第２種契約者以外の者が、

契約者に係る契約者識別符号及び暗証符号を送信した場合の接続に係

の情報量を含みます。）と料金表第１表（料金）の規定とに基づいて算

（以下「利用料等」といいます。）の支払いを要します。 

ただし、料金表第１表（料金）に定める利用料の基本額及び付加

ータブルＩＰアクセス機能に係る付加機能利用料を除きます。）につい

第２種契約に基づいて当社がサービス

支払いを要しません。（ただし、提供を開始した日と解除又は廃止のあ

一の料

また、料金表に別段の定めがある場合は、その定めるところにより

 前項の期間において、ＩＰ通信網サービスを利用する２

の料金の支払い 。 

ます。 

 前号の規定によるほか、契約

利用できなかった期間中の利用
 

区     別 

、次の場合を除き、ＩＰ通信網サー

等の支払いを要します。 

支払いを要しない料

１ 契約者の責めによらない理

り、そのＩＰ通信網サービスを

由

全く利

用できない状態（その第２種契約に係

る電気通信設備によるすべての通信に

著しい支障が生じ、全く利用できない

状態と同程度の状態となる場合を含み

ます｡以下この表において同じとしま

す。）が生じた場合（２欄又は３欄に該

当する場合及びＤＳＬ回線の区間（共

ことを当社が知った時刻以後の

利用できなかった時間（24時間の倍数

である部分に限ります。）について、

24時間ごとに日数を計算し、その日数

に対応するそのＩＰ通信網サービス

についての料金（利用料の加算額を除

きます｡） 

によ その
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定事業

、当社

き

）に、

ら起算

して、24時間以上その状態が連続した

通編別記２のに掲げる特定協

者の区間に限ります。）において

が別に定める理由により全く利用で

ない状態となる場合を除きます。

そのことを当社が知った時刻か

とき。 

２ 当社の故意又は重大な過失によ

のＩＰ通信網サービスを全く利用

ない状態が生じたとき。 

時刻以後の

いて、その

対応するそのＩＰ通信網サー

料の加算額

りそ

でき

そのことを当社が知った

利用できなかった時間につ

時間に

ビスについての料金（利用

を除きます。） 

３ ＩＰ通信網サービスの接続休止

たとき。 

し、再び利

る状態とした日の前日までの

日数に対応するそのＩＰ通信網サー

料の加算額

をし 接続休止をした日から起算

用でき

ビスについての料金（利用

を除きます｡） 

 

３ 第２種契約者は、利用料等について、当社の機器の故障等により正

ることができなかっ

しく算定す

た場合は、料金表第１表（料金）に定めるところにより算定

るときは、

ないこととされた料金が既に支払われているときは、そ

５ 結果、過払

後の料金月の料金でその過払い金を相殺し

係る共通編

るＤＳＬ方

る料金の支払義務） 

除きます。）

支払いに

す。）に

て支払うときは、料金表第１表（料金）に規定する請求書等の発行に関する

料 要します。 

の定めがある場合は、その定めるところによります。 

たときは、

がありま

第22条 第２種契約者は、接続契約者回線等、ＤＳＬ回線（当社が別に定めるもの

を除きます。）又はデータ利用回線について、第８条（第２種契約申込みの方法）

に規定する事項、利用休止又は利用権の譲渡その他当社が別に定める異動があっ

たときは、その内容について速やかに当社に通知していただきます。 

２ 第２種契約者は、特定協定事業者（当社が別に定める者に限ります。以下本条

において同じとします。）の提供する光アクセス回線（当社が別に定めるものに限

り、特定加入者回線に係るものを除きます。）について、特定協定事業者が特定協

した料金額の支払いを要します。この場合において、特別の事情があ

第２種契約者と協議し、その事情を参酌するものとします。 

４ 当社は、支払いを要し

の料金を返還します。 

 前項の場合において、１以上の料金月の料金が重複して支払われた

い金が発生したときは、当社はそれ以

て返還することがあります。 

（注） 本条第２項に規定する当社が別に定める理由は、ＤＳＬ回線に

別記２のに掲げる特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定す

式に起因する事象によるものとします。 

（請求書等の発行に関す

第21条 第２種契約者（タイプ３のコース１のメニュー２のプラン４を

は、第２種オープンコンピュータ通信網サービスの料金その他の債務の

おいて請求書又は口座振替（口座振替通知書の発行を要するものに限りま

よっ

金の支払いを

 ただし、料金表に別段

２ １以上の料金月の料金が重複して支払われた結果、過払い金が発生し

当社はそれ以後の料金月の料金でその過払い金を相殺して返還すること

す。 

 

第６章 雑則 

（第２種契約者からの通知） 
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業務の遂行

理由で行った場合は、その内容について速やかに当社に通知していただきま

通信網サー

（ ） 本条第１項に規定する当社が別に定めるＤＳＬ回線は、料金表第１表（料

しま

（注 る当社が別に定める異動は、次のとおりとします。 

約を締結して

の解除 

（ 定事業者は、東日本電信

電話株式会社とします。 

（ 当社が別に定 ス回線は次表に掲げる

及び
 

特定協定事業者の契約約款の

定事業者の契約約款及び料金表の規定により細目の変更を技術上又は

上の

す。 

３ 第２種契約者は、前項に規定する通知を行わなかった場合は、ＩＰ

ビスへの接続が出来ない場合があります。 

注１

金）に規定するタイプ２のコース１及びコース１－２に係るＤＳＬ回線と

す。 

２） 本条第１項に規定す

 接続契約者回線等、ＤＳＬ回線又はデータ利用回線に係る契

いる者の氏名及び住所の変更 

  接続契約者回線等、ＤＳＬ回線又はデータ利用回線に係る契約

注３） 本条第２項に規定する当社が別に定める特定協

注４） 本条第２項に規定する める光アクセ

特定協定事業者の契約約款 料金表に定めるものとします。 

名称 サービス名称 

ＩＰ通信網サービス契約約款 ー５－１の

Ⅰ型の100Mb/s品目のプラン１若しくは

プラン３－１又はメニュー５－２のⅠ

型の100Mb/s品目のものに限ります。） 

 ＩＰ通信網サービス（メニュ
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提供 

６のコース

ー１のプラ

る者に限り

そのオープ

規定する

供し、又は

については、

社が別に定める特定協定事業者から提供します。この場合、第２種契約者は

いを要しま

するために必要な住所等に関する情報は、第２種契約者

て使用し又は保

とができな

す。 

により

特定協定事

修繕等に必要な費用を支払っていただき

ラン１に係

対して移動

廃止の請求を行うものとします。 

－３に係

動無線装置

方法によりＩＰ通信網サービス取扱所へ速やかに返還してい

ついては、

アクセス株

販売 

ンピュータ通信網サービス（料金表第１表（料金）

ン２及びコース３の

プンコンピ

の場合にお

、当社

３ 種オープンコンピュータ通信網サービスに係る端末設備の販売 

－１(適用)

オープンコ

ービスに係る加入者回線等に接続可能な端末設備（備品等

場合におい

種及び販売価格は、当社が別に定めるところにより

ます。 

 当社が販売した端末設備については、当社が別に定める保証書により、引渡

し日（郵送等で引き渡す場合は、当社が指定する日とします。）から１年間は無

料で修理します。 

ただし、保証期間内であっても、次の場合は、当社は別に算定する実費の支

払いを条件として修理します。 

ア その故障が、第２種契約者の責めに帰すべき事由により発生したとき。 

イ その故障が、天災、事変その他不可抗力により発生したとき。 

別記 

１ 第２種オープンコンピュータ通信網サービスに係る移動無線装置の

 当社は、第２種契約者（料金表第１表（料金）に規定するタイプ

２のプラン１、タイプ６－２又はタイプ６－３（コース１のメニュ

ン１に係るものに限ります。以下、１において同じとします。）に係

ます。以下、１において同じとします。）から請求があったときは、

ンコンピュータ通信網サービスに係る移動無線装置を料金表第１表に

タイプ６－２及びタイプ６－３に係るものについては、当社から提

料金表第１表に規定するタイプ６のコース２のプラン１に係るもの

当

料金表第３表（附帯サービスに関する料金）に規定する料金の支払

す。 

 移動無線装置を配送

から提供していただきます。 

 第２種契約者は、移動無線装置を善良な管理者の注意をもっ

管していただきます。 

 第２種契約者が移動無線装置を亡失又はき損等により使用するこ

くなったときは、当社にその補充、修繕等の請求をしていただきま

 第２種契約者は、の規定に違反して移動無線装置を亡失又はき損等

使用することができなくなったときは、当社又は当社が別に定める

業者が指定する期日までにその補充、

ます。 

 第２種契約者（料金表第１表に規定するタイプ６のコース２のプ

る者に限ります。）は、本契約が解除となった場合、速やかに当社に

無線装置の

 第２種契約者（料金表第１表に規定するタイプ６－２及びタイプ６

る者に限ります。）は、その第２種契約の解除があったとき、その移

を当社が指定する

ただきます。 

 からに規定するほか、移動無線装置に係るその他の提供条件に

当社が別に定めるところによります。 

（注） 本項に規定する当社が別に定める特定協定事業者は、イー・

式会社とします。 

２ 第２種オープンコンピュータ通信網サービスに係る移動無線装置の

当社は、第２種オープンコ

に規定するタイプ６のコース１のプラン１、コース２のプラ

プラン１に係るものに限ります。）から請求があったときは、そのオー

ュータ通信網サービスに係る移動無線装置を当社から販売します。こ

いて、販売する移動無線装置の販売価格及びその他の提供条件については

が別に定めるところによります。 

 第２

 当社は、第２種契約者(料金表第１表(料金)の第１(利用料金)の１

ののカに規定する者に限ります。)から請求があったときは、その

ンピュータ通信網サ

を含みます。以下、３において同じとします。）を販売します。この

て、販売する端末設備の機
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その他当社が別に定める保証書に規定された事由により故障が発生したと

法及び消費

は共通編第

規定にそれぞれ準じて取り扱い、その他の提供条件につい

４

プ６のコー

ます。以下

場合におい

カードの数は、１の第２種契約者につき１とします。 

使用し又は

ことができ

の請求をしていただきます。 

き損等によ

でにその補

きます。 

契約の解除

社が指定する方法によりＩＰ通信網サ

ービス取扱所へ速やかに返還していただきます。 

 からに規定するほか、契約者カードに係るその他の提供条件について

は、当社が別に定めるところによります。 

ウ 

き。 

 及びに規定するほか、端末設備の販売等に係る代金の支払方

税相当額の加算については料金表通則の規定に、延滞利息について

34条（延滞利息）の

ては、当社が別に定めるところによります。 

 契約者カードの貸与 

 当社は、第２種契約者（料金表第１表（料金）に規定するタイ

ス３のプラン１、タイプ６－２及びタイプ６－３に係る者に限り

４において同じとします。）へ契約者カードを貸与します。この

て、貸与する契約者

 第２種契約者は、契約者カードを善良な管理者の注意をもって

保管していただきます。 

 第２種契約者が契約者カードを亡失又はき損等により使用する

なくなったときは、当社にその補充、修繕等

 第２種契約者は、の規定に違反して契約者カードを亡失又は

り使用することができなくなったときは、当社が指定する期日ま

充、修繕等に必要な費用を支払っていただ

 契約者カードの貸与を受けている第２種契約者は、その第２種

があったとき、その契約者カードを当
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金表 

を合わせ

事業者の契約約款及び料金表に規定するところによりその特

料金は料金

る場合は料

8条（定額利用料等の支払義務）第２項第２号の表（２欄の規定を

に限り、そ

定額利用料

特定ダイヤ

プ回線及びポータブルＩＰアクセスの利用の場合の利用料又は定額利用

します。 

は、日割

当すると

、４の規定による料金

料等の支払

支払義務）

の日数

の事情があ

かじめ第２種契約者の同意を得て、２の規定にかかわらず、２以

分まとめて計算し、それらの料金月のうち最終料金月以外の料金につ

最終料金月

業務の遂行上やむを得ない場合は、料金月の起算日を変更する

 

数が生じた

その端数を切り捨てます。 

る期日まで

て支払って

っていた

だきます。 

（料金等の一括後払い） 

11 当社は、当社に特別の事情がある場合は、９及び10の規定にかかわらず、第２

種契約者の同意（電気通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）第22条の

２の２に規定する説明を事前に行った場合を含みます。）を得て、２月以上の料金

を、当社が指定する期日までに、まとめて支払っていただくことがあります。 

料

通則 

（利用料金の設定） 

１ 利用料金については、当社の提供区間と特定協定事業者の提供区間と

て当社が設定するものとします。 

 ただし、特定協定

定協定事業者が定める料金については、この限りでありません。 

（料金の計算方法等） 

２ 当社は、第２種契約者がその契約に基づき支払う料金のうち、利用

月に従って計算します。 

 ただし、請求書等の発行に関する料金の場合及び当社が必要と認め

金月によらず随時に計算します。 

３ 当社は、第1

除きます。）の規定（これに準ずる規定を含みます。）に該当するとき

の定額利用料等を日割することとし、その他の場合については、その

を日割しません。 

（注） ３に規定する当社が別に定めるものは、利用料、定額利用料、

ルアッ

料の加算額、ポータブルＩＰアクセス機能に係る付加機能利用料と

４ 当社は、利用料金の基本額及び請求書等の発行に関する料金について

しません。 

 ただし、第20条（利用料等の支払義務）第２項第２号の表の規定に該

きは利用料の基本額をその利用日数に応じて日割します。 

５ ３の規定による定額利用料等の日割は暦日数により行い

の日割は料金月の日数により行います。この場合、第18条（定額利用

義務）第２項第２号の表の１欄に規定する料金及び第20条（利用料等の

の２の３第２項第２号の表の１欄に規定する料金の算出に当たっては、そ

計算の単位となる24時間をその開始時刻が属する日とみなします。 

６ 利用料金のうち利用料及びデータ通信料については、当社は、特別

る場合は、あら

上の料金月

いては、それぞれ概算額とすることがあります。この場合の精算は、

において行います。 

７ 当社は、当社の

ことがあります。 

（端数処理）

８ 当社は、料金その他の計算において、その計算結果に１円未満の端

場合は、

（料金等の支払い） 

９ 第２種契約者は、料金及び工事に関する費用について、当社が定め

に、当社が指定するＩＰ通信網サービス取扱所又は金融機関等におい

いただきます。 

10 料金及び工事に関する費用は、支払期日の到来する順序に従って支払
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場合には、

には利息を付さないことを条件としてあらかじめ前受金を預かることがあ

社が別に定める条件は、前受金には利息を付さないことを

、第20

払義務）、

工事費の支

工事に関す

税抜価

づき計算さ

税相当額を加算した額とします。 

表示された

当額を加算した額とします。以下同じとします。））の合

ります。 

金額は、税

が発生し、又は発生するおそれがあるときは、この約款の規定に

ことがあります。 

ス取扱所に

旨を周知します。 

15 。 

 高額利

約、第１種

約、第４種

グ契約、第

信契約、デ

アードＩＰ

アードＩＰ

トフォン契

約、第 別冊（オー

通信網サー

のを除きま

とします。）の料金（次のＡ又はＢに掲げる料金と

る場合を除

料金）第１（利用料金）１（第２種契約に係るも

、適用した

後の定額利用料（アクセス回線料の加算額を除きます。）とします。以下15

において同じとします。） 

Ｂ 利用料（第１表第１の１（第２種契約に係るもの）１－１（適用）の表

の欄及び欄の適用による場合は、適用した後の利用料とします。以下

15において同じとします。） 

イ 契約者（臨時第３種契約者、第４種契約者、第８種契約者、第１種ホステ

ィング契約者、第２種ホスティング契約者、第３種ホスティング契約者、第

（前受金） 

12 当社は、料金又は工事に関する費用について、契約者が希望される

前受金

ります。 

（注） 12に規定する当

いいます。 

（消費税相当額の加算） 

13 第18条（定額利用料等の支払義務）、第19条（定額利用料等の支払義務）

条（利用料等の支払義務）、第21条（請求書等の発行に関する料金の支

共通編第30条（手続きに関する料金の支払義務）及び共通編第31条（

払義務）の規定その他この約款の規定により料金表に定める料金又は

る費用の支払いを要するものとされている額は、この料金表に定める額（

格（消費税相当額を加算しない額とします。以下同じとします。）に基

れた額とします。）に消費

上記算定方法により、支払いを要することになった額は、料金表に

額（税込価格（消費税相

計と異なる場合があ

（注） この料金表に規定する料金額は、税抜価格とし、かっこ内の料

込価格を表示します。 

（料金等の臨時減免） 

14 当社は、災害

かかわらず、臨時に、その料金又は工事に関する費用を減免する

（注） 当社は料金等の減免を行ったときは、関係のＩＰ通信網サービ

掲示する等の方法により、その

（高額利用割引） 

高額利用に係る料金の割引の適用については、次のとおりとします

 当社は、次の場合には、次表に規定する額の割引（以下15において「

用割引」といいます。）を行います。 

ア そのＩＰ通信網契約（臨時第３種契約、第４種契約、第８種契

ホスティング契約、第２種ホスティング、第３種ホスティング契

ホスティング契約、第５種ホスティング契約、第６種ホスティン

７種ホスティング契約、第１種データ着信契約、第２種データ着

ータ発信契約、第１種シェアードＩＰ－ＰＢＸ契約、第２種シェ

－ＰＢＸ契約、第３種シェアードＩＰ－ＰＢＸ契約、第４種シェ

－ＰＢＸ契約、第５種シェアードＩＰ－ＰＢＸ契約、第１種ドッ

２種ドットフォン契約及び第３種ドットフォン契約並びに

プンコンピュータ通信網サービス（第２種オープンコンピュータ

ビスを除きます。））に定める長期高額利用割引の適用を受けるも

す。以下15において同じ

します。）の額が100万円（105万円）を超えるとき。（イに該当す

きます。） 

Ａ 定額利用料（第１表（

の）１－１（適用）の表の、及び欄の適用による場合は
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スティング

２種デー

Ｘ契約者、

ＰＢＸ契約

Ｐ－ＰＢＸ

及び第３種

）からあら

２以上のＩ

において同

ビス（当社

に係る契約

の契約約款

において同

て同じとし

の料金（ア

ービスの着

します。）

約に係る

電 の適用の対

象となる料金 額をいい

ます。以下15 す。）が100万円（105万円）を超えるとき。 
 

ア イ以外の場合 額（ 定する１のＩＰ

す。）に、 に規定する割

４種ホスティング契約者、第５種ホスティング契約者、第６種ホ

契約者、第７種ホスティング契約者、第１種データ着信契約者、第

タ着信契約者、データ発信契約者、第１種シェアードＩＰ－ＰＢ

第２種シェアードＩＰ－ＰＢＸ契約者、第３種シェアードＩＰ－

者、第４種シェアードＩＰ－ＰＢＸ契約者、第５種シェアードＩ

契約者、第１種ドットフォン契約者、第２種ドットフォン契約者

ドットフォン契約者を除きます。以下15において同じとします。

かじめ申出があった１の高額利用指定回線群（契約者が指定する

Ｐ通信網契約（その契約者と同一名義のものに限ります。以下15

じとします。）又はＩＰ通信網契約及び当社の他の電気通信サー

が別に定めるものに限ります。以下15において同じとします。）

（その契約者と同一名義のものであって、その電気通信サービス

に規定する高額利用割引の適用を受けるものに限ります。以下15

じとします。）により構成されるものをいいます。以下15におい

ます。）の料金額（高額利用指定回線群を構成するＩＰ通信網契約

のＡ及びＢに掲げる料金並びにオープンコンピュータ通信網サ

信課金通信に係るデータ通信料とします。以下15において同じと

又はＩＰ通信網契約の料金及び当社の他の電気通信サービスの契

料金（その 気通信サービスの契約約款に規定する高額利用割引

に限ります。以下15において同じとします。）の合計

において同じとしま

１の高額利用指定回線群の料金 アに規

通信網契約の料金の額を含みま

引率を乗じて得た額 

次表

 金額 割引率   高額利用指定回線群の料

  円（525

万円）までの部分 

３％  100万円（105万円）を超え500万

  500万円（525万円）を超え3,000万円

（3,150万円）までの部

５％  

分 

  3,000万円（3,150万円 ７％  ）を超える部分

  

次の算式により算出した額 

 指定回線

ＩＰ通信

料金に限

 その高額利用

群の料金額（

網契約に係る

ります。） 

割 

 

 

 

引

 

 

額 イ 高額利用

回線群に当社の

指定回線  

指定

他の電気通信サ

ービスに係る契

約を含む場合 

 

１の高額利用指定回線

群の料金額にア欄の表

に規定する割引率を乗

じて得た額 

× 

その高額利用

群の料金額 

 

未満の

数を、別冊（オープンコンピュータ通信

網サービス（第２種オープンコンピュータ通信網サービスを除きます。））に定

める長期高額利用割引又は当社の他の電気通信サービスの契約約款に規定する

高額利用割引のうち、契約者が指定する高額利用割引の割引額に加算するもの

とします。 

 ただし、その端数の取扱いについて、当社の他の電気通信サービスの契約約

款に別段の定めがある場合は、その定めるところによります。 

 割引率の計算は、料金月単位で行います。 

 の表のイ欄の割引額を算出する場合において、その計算結果に１円

端数が生じたときは、当社は、その端
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らの申出を

社が承諾した日からその廃止があった日の前日までの期間について適用しま

約（当

同じとしま

から、高額

額利用指定回線群から

、その高額

（オープン

サービスを

高額利用指

を構成するＩＰ通信網契約を追加する申出を当社が承諾した場合は、

用割引の廃

ものとみなして取り

なるそのＩ

則の規定に準じて取り扱います。 

 当社は、料金 お るＩＰ

１ 額 たときは、その料

のそのＩＰ

額 

 

ＩＰ通信網契約の  

割引適

の高額利用指定

の高額利用

（ＩＰ通信

限ります。）

 高額利用指定回線群の料金額に対する高額利用割引は、契約者か

当

す。 

 当社は、契約者から、その高額利用指定回線群に新たにＩＰ通信網契

社の他の電気通信サービスに係る契約を含みます。以下において

す。）を追加する申出があったときは、その申出を当社が承諾した日

利用指定回線群を構成しているＩＰ通信網契約をその高

除外する旨の申出があったときは、その申出があった日の前日まで

利用指定回線群を構成するＩＰ通信網契約として取り扱います。 

 及びに規定するほか、料金月の初日以外の日において、別冊

コンピュータ通信網サービス（第２種オープンコンピュータ通信網

除きます。））に定める長期高額利用割引に係る割引適用回線群に、

定回線群

当社は、そのＩＰ通信網契約について、その料金月の初日に高額利

止又は高額利用指定回線群から除外する旨の申出があった

扱います。 

 からに規定する場合の高額利用指定回線群の料金額の対象と

Ｐ通信網契約の料金は、料金表通



通信網契約の

金の額は次の
 

返

契

算式

還その他の場合に

約当たりの料金の

により算出します

 高額利用

いて高

を

。 

額利用指定回線群を構成す

確定する必要が生じ

高額利用割引適用前

通信網契約の料金の

用後

回線

 

 

１契約当たりの料

金の額 

＝ 群の料金額（ＩＰ通

信網契約に係る料金

に限ります。） 

×
高額利用割引適用前

指定回線群の料金額

網契約に係る料金に
 

の高額利用指定回線群の料金額（Ｉ

を構成する

契約についての算式により算出した１契約当たりの料金

の額を合計した額を控除し、残額が生じたときは、当社は、その残額を契約者

が指定する１のＩＰ通信網契約（その高額利用指定回線群を構成するものに限

ります。）の料金の額に加算するものとします。 

（注） 15のに規定する当社が別に定める当社の他の電気通信サービスは、ＩＰ

伝送サービスとします。 

 

 

 の場合において、高額利用割引適用後

Ｐ通信網契約に係る料金に限ります。）からその高額利用指定回線群

すべてのＩＰ通信網
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附帯サービスの料金を除きます。） 

約に係るもの 

 １ 適用 
 

第１表 料金（

 第１ 利用料金 

 １ 第２種契

  １－

区  分 内         容 

当社は、料金額を適用するにあたって、次表のとおり通信の態様に

よる細 めます。 目を定

 区 別   内     容

 タイプ１ アクセス

を行うこ

ができるもの（利用回線及び特定

ダイヤルアップ回線を使用して通

のを含み

 ダイヤルアップ回線から

ポイントに接続して通信

と

信を行うことができるも

ます。） 

 タイプ２ アクセス

ポイントに接続して通信を行うこ

Ｌ回線を

ができる

 ダイヤルアップ回線から

とができるとともに、Ｄ

使用して通信を行うこと

もの 

Ｓ

 タイプ３ らアクセス

を行うこ

とができる（タイプ３のコース１の

除きま

セス回線を

とができる

 ダイヤルアップ回線か

ポイントに接続して通信

メニュー１のプラン７

す。）とともに、光アク

使用して通信を行うこ

もの 

を

タイプ６ データ通信利用

うことが

イヤルアッ

ップ回線か

接続して通

の 

他社接続モバイル

回線を使用して通信を行

できるとともに、特定ダ

プ回線及びダイヤルア

らアクセスポイントに

信を行うことができるも

タイプ６－２ アップ回線からアクセス

ポイントに接続して通信を行うこ

バイルアク

のケに規定

係るものに

通信を行う

ダイヤル

とができるとともに、モ

セス（共通編別記17の

する卸ＦＯＭＡ契約に

限ります。）を使用して

ことができるもの 

 細目に係る料

金の適用 

 

タイプ６－３ ダイヤルアップ回線からアクセス

ポイントに接続して通信を行うこ

とができるとともに、モバイルアク

セス（共通編別記17ののケに規定

する卸Ｘｉ契約に係るものに限り

ます。）を使用して通信を行うこと

ができるもの 
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タイプ７ アクセス

信を行うこ

としてポー

用してＩ

Ｐ通信網へ通信を行うものであっ

て、タイプ１からタイプ６－２以外

ダイヤルアップ回線から

ポイントに接続して通

とができるとともに、主

タブルＩＰアクセスを利

のもの 

 
 第２種オープンコンピュータ通信網サービスに係

とができま

又はＮＳＰ

る電気通信

 

 備考 

１

る通信は契約者回線等との間で行うこ

す。 

この場合において、当社は、相互接続点

ＩＸＰ等との接続点を介して接続してい

設備に係る通信の品質を保証しません。

  オープンコ

ータ通信網サービスに係る通信について、当

る

行うことが

 ２ この備考の１に規定するほか、第２種

ンピュ

社が別に定める当社の契約約款に別段の

場合は、その定めるところによる通信を

できます。 

定めがあ

  係

って契約者

を送信することにより行うこ

 ３ 第２種オープンコンピュータ通信網サービスに

る通信は、当社が別に定めるところに従

識別符号及び暗証符号

とができます。 

  目の利用料

含む料金月
 ４ 細目の変更があった場合の変更後の細

又は定額利用料は、その変更の承諾日を

の翌料金月から適用します。 

  グ

へその第２種

あった場合

係る内容が当社指定のも

こ

以下同じと

します。）を利用することができます。 

 ５ 第２種契約者は、固定型パケットフィルタリン

（その第２種契約者に係るＤＳＬ回線

契約者以外の者から通信開始の要求が

に、その通信開始の要求に

のであるときに限り、その要求に係る通

とができるようにすることをいいます。

信を行う

  係  ６ 固定型パケットフィルタリングは、タイプ２に

る第２種契約者に限り提供します。 

  ） この備考の２に規定する当社が別に定める当

約款としま
 （注

社の契約約款は、ＩＰ伝送サービス契約

す。 

  プ７のダイ

ヤルアップ回線から行う通信については、当社が別

る う とができ

ます。 

（注） 備考７に規定する当社が別に定めるダイヤル

アップ回線は、次表に掲げる特定協定事業者の契約

約款及び料金表に規定する契約に係るものとしま

す。 

 ７ タイプ６－２、タイプ６－３及びタイ

に定め ダイヤルアップ回線に限り行 こ

  事業者の名称 契約の種別等 契約約款の名称  
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 日本電信

式会社 ニュー

び無線

ポット）に

係るものに限

通信網サー

ビス契約約款 

  東 電話株 ＩＰ通

約（メ

７およ

アクセス機能

（フレッツ・

ス

信網契 ＩＰ

ります。） 

  西日本電信

式会社 

信網契

ニュー

フレッツ・

スポット）に

係るものに限

。） 

ＩＰ通信網サー

ビス契約約款 

 電話株 ＩＰ通

約（メ

６および無線

アクセス機能

（

ります

   
  

ア タイプ１には、次の 。 区分があります

 区  分    内     容

 タイプ１の区

分に係る料金の

適用 
 コース１  コース２以外のもの 

  コース２ セスポイン

場合に、当

事業者（共

が別に定

ります。以

ます。）の

とを合わせて当社がその

第２種契約に係る利用料を設定す

の契約約款

及び料金表に規定するところによ

特定協定事業者が定める料

 当社が別に定めるアク

トに接続して通信を行う

社の提供区間と特定協定

通編別記２の及び当社

める特定協定事業者に限

下欄において同じとし

提供区間

るもの（特定協定事業者

りその

金を除きます。） 

  ） この欄 協定事業

者は、ソフ す。 

 （注 に規定する当社が別に定める特

トバンクテレコム株式会社としま

定

 イ コース１には、次の区分があります。 

  区  分    内     容

  プラン１ 信時間の料

月単位での累計時間が４時間ま

場合を含

みます｡）は基本額のみを適用し、

４時間を超える場合は４時間を超

える１分までごとに加算額を計算

し、基本額にその額を加算して適用

します。 

 利用料について接続通

金

での場合（累計時間が０の

  プラン２ 利用料について接続通信時間の料  
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が15時間ま

の場合を含

を適用し、

15時間を超

る１分までごとに加算額を計算

し、基本額にその額を加算して適用

金月単位での累計時間

での場合（累計時間が０

みます｡）は基本額のみ

15時間を超える場合は

え

します。 

  プラン３ 信時間の料

が40時間ま

の場合を含

適用し､40

間を超え

る１分までごとに加算額を計算し、

て適用し

 利用料について接続通

金月単位での累計時間

での場合（累計時間が０

みます｡）は基本額のみを

時間を超える場合は40時

基本額にその額を加算し

ます。 

  プラン４ 信時間の料

100時間ま

の場合を含

適用し、

100時間を超える場合は100時間を

算額を計

にその額を加算して適

 利用料について接続通

金月単位での累計時間が

での場合（累計時間が０

みます。）は基本額のみを

超える１分までごとに加

算し､基本額

用します。 

  プラン５ らず定額利  接続通信時間にかかわ

用料を適用します。 

  プラン６ 時間の料

金月単位での累計時間が０時間ま

での場合は基本額のみを 用し、０

間を超え

を計算し、

て適用し

ます。 

 利用料について接続通信

適

時間を超える場合は０時

る１分までごとに加算額

基本額にその額を加算し

  ン７ 線から定額

接続して通

通信時間に

適用しま

 プラ 特定ダイヤルアップ回

制アクセスポイントに

信を行った場合は接続

かかわらず基本額のみを

す。 

  プラン８ 特定ダイヤルアップ回線（株式会社

エヌ・ティ・ティ・ドコモのものに

限ります。）から定額制アクセスポ

イントに接続して通信を行った場

合は接続通信時間にかかわらず基

本額のみを適用します。 
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いては、利用回線を使用して通信を行う

エヌ・テ

ヤルア

データ専用

す。 

 当社は、プラン２、プラン３、プラン４、プラン７に

承諾しませ

ラン４、プ

ません。 

ら従量制

、利用料に

間が３時間

（累計時間が０の場合を含みます。）は基本額

超える１

額を加算し

す。 

  備考 

１ プラン５につ

ことができます。 

２ プラン７及びプラン８に規定する株式会社

ィ・ティ・ドコモのＦＯＭＡ契約に係る特定ダイ

ップ回線は、パケット通信モードのもの及び

プランの定額データプランに係るものに限りま

３

係る申込みがあったとしても、この申込みを

ん。 

４ 第２種契約者は、プラン２、プラン３、プ

ラン７の区分への変更の請求を行うことはでき

５ プラン７については、ダイヤルアップ回線か

アクセスポイントに接続して通信を行う場合

ついて接続通信時間の料金月単位での累計時

までの場合

のみを適用し、３時間を超える場合は３時間

分までごとに加算額を計算し、基本額にその

て適用しま

を

  について

プ回線に限り行うこ

とができます。 

６に ダイヤルアッ

約款及び

料金表に規定

 ６ プラン８のダイヤルアップ回線から行う通信

は、当社が別に定めるダイヤルアッ

（注） 備考 規定する当社が別に定める

プ回線は、次表に掲げる特

する契約に係

定協定事業者の

るものとします。 

契約

   事業者の名 の種別等 契約約款の名称   称 契約

   東日本電信電話

会社 ニュー

および無線

アクセス機能

ト）に

のに限

。） 

ＩＰ通信網サー

ビス契約約款 

  株式 ＩＰ通信網契

約（メ

７

（フレッツ・

スポッ

係るも

ります

   西日本電信電

会社 

信網契

（メニュー

６および無線

ス機能

スポット）に

係るものに限

ります。） 

ＩＰ通信網サー

ビス契約約款 

  話株式 ＩＰ通

約

アクセ

（フレッツ・

 ウ コース２には、次の区分があります。 

  区  分 内     容  
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 プラン１ クセスポ

イントに接続して通信を行う場

単位で

の場合

合を含みま

適用し、１

１時間を超

分までごとに加算額１を

、基本額にその額を加算し

 ① 当社が別に定めるア

合 

 接続通信時間の料金月

の累計時間が１時間まで

（累計時間が０の場

す。）は基本額のみを

時間を超える場合は

える１

計算し

て適用します。 

   
の料金月単位での

に加算額

その額を加

算して適用します。 

 ② ①以外の場合 

接続通信時間

累計時間１分までご

２を計算し、基本額に

と

  プラン２ クセスポ

信を行う場

単位で

までの場合

合を含みま

基本額のみを適用し、３

超える場合は３時間を超

加算額１を

額を加算し

 ① 当社が別に定めるア

イントに接続して通

合 

 接続通信時間の料金月

の累計時間が３時間

（累計時間が０の場

す。）は

時間を

える１分までごとに

計算し、基本額にその

て適用します。 

   

月単位で

の累計時間１分までごとに加算

にその額を

 

 ② ①以外の場合 

 接続通信時間の料金

額２を計算し、基本額

加算して適用します。

  プラン３ クセスポ

信を行う場

単位で

時間が10時間までの場合

時間が０の場合を含みま

適用し、10

10時間を超

加算額１を

の額を加算し

て適用します。 

② ①以外の場合 

 接続通信時間の料金月単位で

の累計時間１分までごとに加算

額２を計算し、基本額にその額を

加算して適用します。 

 ① 当社が別に定めるア

イントに接続して通

合 

 接続通信時間の料金月

の累計

（累計

す。）は基本額のみを

時間を超える場合は

える１分までごとに

計算し、基本額にそ
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  プラン４ クセスポ

イントに接続して通信を行う場

単位で

の場合

合を含みま

適用し、20

20時間を超

分までごとに加算額１を

、基本額にその額を加算し

 ① 当社が別に定めるア

合 

 接続通信時間の料金月

の累計時間が20時間まで

（累計時間が０の場

す。）は基本額のみを

時間を超える場合は

える１

計算し

て適用します。 

   
間の料金月単位で

とに加算

にその額を

加算して適用します。 

 ② ①以外の場合 

 接続通信時

の累計時間１分まで

額２を計算し、基本額

ご

  プラン５ クセスポ

信を行う場

単位で

までの場合

合を含みま

基本額のみを適用し、４

超える場合は４時間を超

加算額１を

額を加算し

 ① 当社が別に定めるア

イントに接続して通

合 

 接続通信時間の料金月

の累計時間が４時間

（累計時間が０の場

す。）は

時間を

える１分までごとに

計算し、基本額にその

て適用します。 

  

金月単位で

でごとに加算

にその額を

ます。 

  ② ①以外の場合 

 接続通信時間の料

の累計時間１分ま

額２を計算し、基本額

加算して適用し

  
に係る申込

しても、この申込を承諾しません。 

の

とはできません。 

ップ回線から い

ては、当社が別に定めるダイヤルアップ回線に限り行

うことができます。 

（注） 備考３に規定する当社が別に定めるダイヤルアップ

回線は、次表に掲げる特定協定事業者の契約約款及び料金

表に規定する契約に係るものとします。 

 備考 

１ 当社は、プラン３、プラン４、プラン５

みがあったと

２ 第２種契約者は、プラン３、プラン４、プラン５

区分への変更の請求を行うこ

３ プラン５のダイヤルア 行う通信につ

   事業者の名称 契約の種別等 契約約款の名称   
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  日本電信電

式会社 

通

メニュー

よび無線

ス機能

ッツ・

ポット）に

係るものに限

通信網サー

ビス契約約款 

   東 話株 ＩＰ

約（

７お

アクセ

（フレ

ス

信網契 ＩＰ

ります。） 

   西日本電信電

式会社 

通信網契

メニュー

び無線

ス機能

フレッツ・

スポット）に

ＩＰ通信網サー

ビス契約約款 

  話株 ＩＰ

約（

６およ

アクセ

（

係るものに限

ります。） 

    

 第２種契約者は、タイプ１に係る区分の変更の請求をすること

変更後の区分の利用料又は定額

利用 の変更の承諾日 翌料金 から適用し

ます。 

エ 

ができます。この場合において、

料は、そ を含む料金月の 月

ア タイプ２には、次の区分があります。 

 区  分 内     容  

 タイプ２の区

分に係る料金の

適用 
 コース１ その第２

料を設定す

 当社の提供区間について

種契約に係る定額利用

るもの 

  コース１－２ 当社の提供区間についてその第２

を設定す

第１表第１

欄に限定

 

種契約に係る定額利用料

るものであって、料金表

の１－１（適用)の表の

しているもの 

コース２ 回線に係

に定め

区間とを

その第２種契約に

るもの（Ｄ

記２の

事業者の

定すると

定事業者が

当社の提供区間とＤＳＬ

る共通編別記２の及び

る特定協定事業者の提供

合わせて当社が

係る定額利用料を設定す

ＳＬ回線に係る共通編別

及びに定める特定協定

契約約款及び料金表に規

ころによりその特定協

定める料金を除きます。） 

  

コース２－２ 当社の提供区間とＤＳＬ回線に係

る共通編別記２の及びに定め

る特定協定事業者の提供区間とを

合わせて当社がその第２種契約に

係る定額利用料を設定するもの（Ｄ

ＳＬ回線に係る共通編別記２の
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事業者の

定すると

事業者が

を除きます。）であって、

コース２以外のもの 

及びに定める特定協定

契約約款及び料金表に規

ころによりその特定協定

定める料金

  

ス１及びコース１－２に係るＤＳＬ回線は、共

係るもの

 備考 

１ コー

通編別記17ののイの(ア)に規定する契約

とします。 

に

  コース２及びコース２－２に係るＤＳＬ回線は、共

ものと

  ２ 

通編別記17ののイの(イ)に規定する契約に

します。 

係る

 アップ回線

るダイヤル

３に ダイヤルアッ

プ回線は、次表に掲げる特定 業者の契約約款

金表 とします。 

  ３ コース１－２及びコース２－２のダイヤル

から行う通信については、当社が別に定め

アップ回線に限り行うことができます。 

（注） 備考 規定する当社が別に定める

協定事

及び料 に規定する契約に係るもの

   事業者の名 約約款の名

称 

  称 契約の種別等 契

   東日本電信電

式会社 

信網契約

ュー７お

び無線アクセ

（

ポ

も に限

。） 

ＩＰ通信網サ

ービス契約約

款 

  話株 ＩＰ通

（メニ

よ

ス機能

ツ・ス

に係る

ります

フレッ

ット）

の

   西日本電信電

式会社 

信網契約

メニュー６お

よび無線アクセ

（フレッ

に係るものに限

ＩＰ通信網サ

ービス契約約

款 

  話株 ＩＰ通

（

ス機能

ツ・スポット）

ります。） 

    

イ コース２には、次の区分があります。 

 区  分    内     容

 

 プラン１ Ｌ回線の終端への伝送方向に

ついては最大3.027Mbit/sまで、他

の 伝 送 方 向 に つ い て は 最 大

1.024Mbit/sまでの符号伝送が可能

なものであって、そのＤＳＬ回線が

当社が別に定める特定協定事業者

に係るもの 

 ＤＳ
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  プラン２ 伝送方向に

sまで、他

て は 最 大

が可能な

Ｌ回線が当

事業者に

定協定事業

者の契約約款に規定する無線ＬＡ

きないも

 ＤＳＬ回線の終端への

ついては最大1.536Mbit/

の 伝 送 方 向 に つ い

512kbit/sまでの符号伝送

ものであって、そのＤＳ

社が別に定める特定協定

係るものであり、その特

Ｎサービスの申込みが

の 

で

  プラン３ 送方向に

sまで、他

て は 最 大

24Mbit/sまでの符号伝送が可能

Ｌ回線が

定事業者

 ＤＳＬ回線の終端への伝

ついては最大8.064Mbit/

の 伝 送 方 向 に つ い

1.0

なものであって、そのＤ

当社が別に定める特定協

に係るもの 

Ｓ

  プラン４ 送方向に

/sまで、他

送 方 向 に つ い て は 最 大

1.024Mbit/sまでの符号 能

ＳＬ回線が

定事業者

 ＤＳＬ回線の終端への伝

ついては最大12.512Mbit

の 伝

伝送が可

なものであって、そのＤ

当社が別に定める特定協

に係るもの 

  プラン５ 伝送方向に

/sまで、他

の 伝 送 方 向 に つ い て は 最 大

能

ＳＬ回線が

定事業者

 ＤＳＬ回線の終端への

ついては最大26.080Mbit

1.024Mbit/sまでの符号

なものであって、そのＤ

当社が別に定める特定協

に係るもの 

伝送が可

  プラン６ 送方向に

は最大50.112Mbit/sまで、他

は 最 大

伝送が可能

ＳＬ回線が

定事業者

 ＤＳＬ回線の終端への伝

ついて

の 伝 送 方 向 に つ い

3.072Mbit/sまでの符号

なものであって、そのＤ

当社が別に定める特定協

に係るもの 

て

  プラン７ 回線の終端への伝送方向に

まで、

ては最大

12.288Mbit/sまでの符号伝送が可

能なものであって、そのＤＳＬ回線

が当社が別に定める特定協定事業

者に係るもの 

 ＤＳＬ

ついては最大50.560 Mb

他の伝送方向につい

it/s

  プラン８ ＤＳＬ回線の終端への伝送方向に

ついては最大12.512Mbit/sまで、他
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て は 最 大

伝送が可能

ＳＬ回線が

定事業者

特定協定事

業者の契約約款に規定する無線Ｌ

ＡＮサービスの申込みができない

の 伝 送 方 向 に つ い

1,024Mbit/sまでの符号

なものであって、そのＤ

当社が別に定める特定協

に係るものであり、その

もの 

  プラン９ 送方向に

/sまで、他

最 大

伝送が可能

ＳＬ回線が

協定事業者

イヤルアッ

ントに接

利用料につ

月単位で

とに加算

70分までの

料に加算

適用します。ただし、当社が別

に定めるアクセスポイントへ接続

通信時間

料のみを適

 ＤＳＬ回線の終端への伝

ついては最大50.112Mbit

の 伝 送 方 向 に つ い て は

3,072Mbit/sまでの符号

なものであって、そのＤ

当社が別に定める特定

に係るものとします。ダ

プ回線からアクセスポイ

続して通信を行う場合、

いて接続通信時間が料金

の累計時間の１分までご

額を計算して適用し、2

額を上限として定額利用

して

する場合においては、接続

にかかわらず定額利用

用します。 

 

プラン４、

、プラン９

係る申込みがあったとしても、この申込を承諾しま

ン２、プラン３、

プラン８、

（注 この欄に規定 める特定協定事業

者は、イー・アクセス株式会社とします。 

（注） この欄に規定する特定協定事業者の契約約款は、

エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社経

由ＤＳＬサービスに関する契約約款とします。 

 備考 

１ 当社は、プラン１、プラン２、プラン３、

プラン５、プラン６、プラン７、プラン８

に

せん。 

２ 第２種契約者は、プラン１、プラ

プラン４、プラン５、プラン６、プラン７、

プラン９の区分への変更の請求を行うことはできま

せん。 

） する当社が別に定

ウ コース２－２には、次の区分があります。 

 

 区  分 内     容  
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 プラン１ については

送方向につ

符号伝送が

線が当

るもの

り、その特定協定事業者の契約約款に

規定する無線ＬＡＮサービスの申込みがで

  ＤＳＬ回線の終端への伝送方向

最大12.512Mbit/sまで、他の伝

いては最大1,024Mbit/sまでの

可能なものであって、そのＤＳＬ回

社が別に定める特定協定事業者に係

であ

きないもの 

 プラン２ については

送方向につ

符号伝送が

線が当

別に定める特定協定事業者に係るもの

約款に

ビスの申込みがで

  ＤＳＬ回線の終端への伝送方向

最大50.112Mbit/sまで、他の伝

いては最大3,072Mbit/sまでの

可能なものであって、そのＤＳＬ回

社が

であり、その特定協定事業者の契約

規定する無線ＬＡＮサー

きないもの 

 定協定事業

す。 

約款は、

・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社経

。 

 （注） この欄に規定する当社が別に定める特

者は、イー・アクセス株式会社としま

（注） この欄に規定する特定協定事業者の契約

エヌ

由ＤＳＬサービスに関する契約約款とします

エ コース２及びコース２－２に係る第２種オープン

タ通信網サービスの定額利用料は、基本額と端末回線

て適用し

コンピュー

料を合算し

ます。 

 区分の変更

ができます。この場合において、変更後の区分

料金月から

オ 第２種契約者は、タイプ２及びコース２－２に係る

の請求をすること

の定額利用料は、その変更の承諾日を含む料金月の翌

適用します。 

 グは、コース２に係る第２種契約

者に限り提供します。 

カ 固定型パケットフィルタリン

 キ 固定型パケットフィルタリングの利用方法等は、当社が別に定

めるところによります。 

 ク 当社は、固定型パケットフィルタリングの利用に伴い発生する

損害については、責任を負いません。 
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ア タ プ 次の区分があイ ３には、 ります。 

 区  分    内     容

 タイプ３の

分に係る

区

料金の

適用 

コース１ その第２

種契約に係る定額利用料を設定す

  

 

当社の提供区間について

るもの 

  コース２ める「ウイ

利用規約」

知・駆除契

クサービス

惑メールブ

サービス契約、及び「ＯＣＮ

マイポケット利用規約」に規定する

をあわせ

 コース１と当社が別に定

ルス検知・駆除サービス

に規定するウイルス検

約、「迷惑メールブロッ

利用規約」に規定する迷

ロック

ＯＣＮマイポケット契

て契約するもの 

約

  コース３ める「ウイ

利用規約」

・駆除契

サービス

惑メールブ

ＯＣＮマイ

定するＯＣ

ＯＣＮプレ

利用規約」

Ｎプレミアムサポ

ートサービス契約及び「 ーザサポ

規定するユ

ビス契約

せて契約するもの 

 コース１と当社が別に定

ルス検知・駆除サービス

に規定するウイルス検知

約、「迷惑メールブロック

利用規約」に規定する迷

ロックサービス契約、「

ポケット利用規約」に規

Ｎマイポケット契約、「

ミアムサポートサービス

に規定するＯＣ

ユ

ートプラン利用規約」に

ーザサポートプランサー

をあわ

  備考 

コース１ に係る光アクセス

は、共通 契約に係るも

 
 １ 、コース２及びコース３

回線 編別記17ののイに規定する

のとします。 

イ コ は、次の区分があ  ース１に ります。

 区  分   内  容 

 メニュー１   最低利用期間があるもの

 メニュー２   最低利用期間がないもの

(ア)メニュー１には、次の区分があります。 

 区  分   内  容 

 

 プラン１ 通編別記２のに定める特定協

線（当社が

別に定めるものを除きます。）を利

用するものであって、次に掲げる契

約約款及び料金表に規定するもの 

ａ 東日本電信電話株式会社に係

るもの 

(a) メニュー５－１の100Mb/s品

目のⅠ型のプラン３のもの 

 共

定事業者の光アクセス回
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のⅡ－１型

品目のもの又は

 

 西日本電信電話株式会社に係

100Mb/s品

３のもの 

100Mb/s品

の 

５－１の100Mb/s品

もの又は

(b) メニュー５－１

の100Mb/s

200Mb/s品目のもの

ｂ

るもの 

(a) メニュー５－１の

目のプラン

(b) メニュー５－１の

目のプラン４のも

(c) メニュー

目のプラン５－１

200Mb/s品目のもの 

の

  プラン２ める特定協

線（当社が

す。）を利

用するものであって、次に掲げる契

するもの 

話株式会社に係る

の

 

(b) メニュー５－２のⅡ－１型の

も の 又 は

200Mb/s品目のもの 

会社に係る

46Mb/s品目

100Mb/s品

ー１のもの 

00Mb/s品

のもの 

100Mb/s品

－１のもの

もの 

 共通編別記２のに定

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きま

約約款及び料金表に規定

ａ 東日本電信電

もの 

(a) メニュー５－２のⅠ型

100Mb/s品目のもの

100Mb/s 品 目 の

ｂ 西日本電信電話株式

もの 

(a) メニュー５－１の

のもの 

(b) メニュー５－２の

目のカテゴリ

(c) メニュー５－２の

目のカテゴリー２

(d) メニュー５－２の

目のカテゴリー３

又は200Mb/s品目の

1

  プラン３ る特定協

線（当社が

を除きます。）を利

掲げる契

するもの 

会社に係る

１Gb/s品目

 共通編別記２のに定め

定事業者の光アクセス回

別に定めるもの

用するものであって、次

約約款及び料金表に規定

ａ 西日本電信電話株式

もの 

(a) メニュー５－１の

に

のプラン３のもの 

  プラン４ 共通編別記２のに定める特定協

定事業者の光アクセス回線（当社が

別に定めるものを除きます。）を利

用するものであって、次に掲げる契

約約款及び料金表に規定するもの 

ａ 西日本電信電話株式会社に係る
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 メニュー５－２の１Gb/s品目

もの 

(a)

のもの 

  プラン５ る特定協

線（当社が

す。）を利

に掲げる契

約約款及び料金表に規定するもの 

会社に係る

の 

Ⅱ－２型の

式会社に係る

100Mb/s品

のもの 

 共通編別記２のに定め

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きま

用するものであって、次

ａ 東日本電信電話株式

も

(a) メニュー５－１の

もの 

ｂ 西日本電信電話株

もの 

(a) メニュー５－１の

目のプラン５－２

  プラン６ 特定協定事

光アクセス回線（当社が別に定め

するもので

社に係るも

の 

－２型のも

会 に係るも

 

 共通編別記２のに定める

業者の

るものを除きます。）を利用

あって、次に掲げる契約約款及び料金表

に規定するもの 

ａ 東日本電信電話株式会

(a) メニュー５－２のⅡ

の 

ｂ 西日本電信電話株式

の 

(a) メニュー５－２の100Mb/s品目の

カテゴリー３－２のもの

社

  プラン７ る特定協

定事業者の光アクセス回線（当社が

す。）を利

るものであって、次に掲げる契

するもの 

株式会社に係る

もの 

－３型の

ｂ 西日本電信電話株式会社に係る

もの 

 共通編別記２のに定め

別に定めるものを除きま

用す

約約款及び料金表に規定

ａ 東日本電信電話

(a) メニュー５－３のⅡ

もの 

もの 

(a) メニュー５－３の

  

す。）は、

ダイアルアップ回線からの通信を行うことはできませ

ん。 

 備考 

１ 第２種契約者（プラン７に係る者に限りま

  ２ 第２種契約者（プラン７に係る者に限ります。）は、

１－２－５（付加機能利用料）に規定する付加機能を

利用することはできません。 

 

  ３ プラン７に係る電子メールは１契約につき１のメー

ルアドレスとし、第２種契約者（プラン７に係る者に
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を行うことはできません。 限ります。）は、追加の請求

 （イ） ２には、次の区分 す。 メニュー がありま

  区  分   内  容 

共通編別記２のに定め

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きま

る特定協

線（当社が

す。）を利

に掲げる契

約款及び料金表に規定するもの 

用するものであって、次

約

ａ 東日本電信電話株

るもの 

式会社に係

100Mb/s品

プラン３のもの 

－１型

の100Mb/s品目のもの又は

 

(a) メニュー５－１の

目のⅠ型の

(b) メニュー５－１のⅡ

200Mb/s品目のもの

  プラン１ 

電話株式会社に係

５－１の100Mb/s品

５－１の100Mb/s品

100Mb/s品

のもの又は

 

 

ｂ 西日本電信

るもの 

(a) メニュー

目のプラン３のもの 

(b) メニュー

目のプラン４のもの 

(c) メニュー５－１の

目のプラン５－１

200Mb/s品目のもの

共通編別記２のに定める特定協

線（当社が

別に定めるものを除きます。）を利

に掲げる契

約約款及び料金表に規定するもの 

定事業者の光アクセス回

用するものであって、次

ａ 東日本電信電話株式会

もの 

社に係る

のⅠ型の

100Mb/s品目のもの 

Ⅱ－１型の

(a) メニュー５－２

(b) メニュー５－２の

100Mb/s 品 目 の も の 又 は

200Mb/s品目のもの 

  プラン２ 

会社に係る

46Mb/s品目

00Mb/s品

目のカテゴリー１のもの 

(c) メニュー５－２の100Mb/s品

目のカテゴリー２のもの 

(d) メニュー５－２の100Mb/s品

目のカテゴリー３－１のもの

又は200Mb/s品目のもの 

 

ｂ 西日本電信電話株式

もの 

(a) メニュー５－１の

のもの 

(b) メニュー５－２の1
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  プラン３ める特定協

線（当社が

す。）を利

に掲げる契

するもの 

会社に係る

100Mb/s品

目のⅠ型のプラン２のもの 

会社に係る

00Mb/s品

 共通編別記２のに定

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きま

用するものであって、次

約約款及び料金表に規定

ａ 東日本電信電話株式

もの 

(a) メニュー５－１の

ｂ 西日本電信電話株式

もの 

(a) メニュー５－１の1

目のプラン２のもの 
  プラン４ める特定協

線（当社が

す。）を利

用するものであって、次に掲げる契

するもの 

ａ 東日本電信電話株式会社に係

３のⅡ－３型の

もの 

会社に係る

(a) メニュー５－３のもの 

 共通編別記２のに定

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きま

約約款及び料金表に規定

るもの 

(a) メニュー５－

ｂ 西日本電信電話株式

もの 

  
通信につい

行

うことができます。 

 備考 

１ プラン４のダイヤルアップ回線から行う

ては、当社が別に定めるダイヤルアップ回線に限り

  考２に規 イヤルアップ

１ の欄及

に 事 款及び料金表に

規定する契 とします。 

 （注） 備 定する当社が別に定めるダ

回線は、

び次表

料金表第１表第

掲げる特定協定

約に係るもの

の１－１（適用)の

業者の契約約

表

   事業者の 種別等 契約約款の名称   名称 契約の

   東日本電信

話株式会社 

信網契約

（メニュー７お

線

（フ

ット）に

に限り

 

ＩＰ通信網サー

ビス契約約款 

  電 ＩＰ通

よび無

ス機能

ツ・スポ

係るもの

ます。）

アクセ

レッ

   西日本電信

話株式会社 

信網契約

（メニュー６お

よび無線アクセ

ス機能（フレッ

ツ・スポット）に

係るものに限り

ます。） 

ＩＰ通信網サー

ビス契約約款 

  電 ＩＰ通
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ウ コ は、次の区分があ  ース２に ります。

 区  分 内  容    

 期間があるもの   メニュー１ 最低利用

(ア)メ には、次の区分が 。 ニュー１ あります

  区  分  内  容 

共通編別記２のに定

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きま

める特定協

線（当社が

す。）を利

に掲げる契

約約款及び料金表に規定するもの 

用するものであって、次

ａ 東日本電信電話株式会社に係る

－１ 100Mb/s品

プラン３のもの 

のⅡ－１型

の100Mb/s品目のもの又は

 

もの 

(a) メニュー５ の

目のⅠ型の

(b) メニュー５－１

200Mb/s品目のもの

  プラン１ 

話株式会社に係る

100Mb/s品

 

ー５－１の100Mb/s品

 

品目

も の 又 は

 

ｂ 西日本電信電

もの 

(a) メニュー５－１の

目のプラン３のもの

(b) メニュ

目のプラン４のも

(c) メニュー５－１の 100Mb/s

の プ ラ ン ５ － １ の

200Mb/s 品目のもの 

の

  プラン２ る特定協

定事業者の光アクセス回線（当社が

す。）を利

って、次に掲げる契

するもの 

 共通編別記２のに定め

別に定めるものを除きま

用するものであ

約約款及び料金表に規定

   社に係る

のⅠ型の

メニュー５－２のⅡ－１型

も の 又 は

の 

 ａ 東日本電信電話株式会

もの 

(a) メニュー５－２

100Mb/s品目のもの 

(b) 

の 100Mb/s 品 目 の

200Mb/s品目のも

   会社に係る

の46Mb/s品

５－２の100Mb/s品

目のカテゴリー１のもの 

(c) メニュー５－２の100Mb/s品

目のカテゴリー２のもの 

(d) メニュー５－２の100Mb/s品

目のカテゴリー３－１のもの又

は200Mb/s品目のもの 

 ｂ 西日本電信電話株式

もの 

(a) メニュー５－１

目のもの 

(b) メニュー



36 

  プラン３ める特定協

線（当社が

す。）を利

掲げる契

するもの 

 共通編別記２のに定

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きま

用するものであって、次に

約約款及び料金表に規定

   式会社に係

１Gb/s

の 

 ａ 西日本電信電話株

るもの 

(a) メニュー５－１

品目のプラン３のも

の

  プラン４ める特定協

線（当社が

。）を利

用するものであって、次に掲げる契

するもの 

 共通編別記２のに定

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きます

約約款及び料金表に規定

    西日本電信電話株式会社に係

 

(a ー５－２の１Gb/s品

目のもの 

 ａ

るもの

) メニュ

 ３には、次のエ コース 区分があります。 

  区  分 内  容  

  メニュー１ 最低利用期間があるもの  

 (ア)メニュー１には、次の区分があります。 

  区  分   内  容 

共通編別記２のに定める特定協

線（当社が

。）を利

に掲げる契

するもの 

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きます

用するものであって、次

約約款及び料金表に規定

ａ 東日本電信電話株式

もの 

会社に係る

100Mb/s品

目のⅠ型のプラン３のもの 

のⅡ－１型

もの又は

のもの 

(a) メニュー５－１の

(b) メニュー５－１

の100Mb/s品目の

200Mb/s品目

  プラン１ 

会社に係る

５－１の100Mb/s品

目のプラン３のもの 

(b) メニュー５－１の100Mb/s品

目のプラン４のもの 

(c) メニュー５－１の100Mb/s品

目のプラン５－１のもの又は

200Mb/s品目のもの 

 

ｂ 西日本電信電話株式

もの 

(a) メニュー
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  プラン２ める特定協

線（当社が

す。）を利

に掲げる契

するもの 

会社に係る

のⅠ型の

５－２のⅡ－１型 

もの又は

１の46Mb/s品

２の100Mb/s品

のもの 

100Mb/s品

ー２のもの 

0Mb/s品

－１のもの

もの 

 共通編別記２のに定

定事業者の光アクセス回

別に定めるものを除きま

用するものであって、次

約約款及び料金表に規定

ａ 東日本電信電話株式

もの 

(a) メニュー５－２

100Mb/s品目のもの 

(b) メニュー

の100Mb/s品目の

200Mb/s品目のもの 

ｂ 西日本電信電話株式会社に係る

もの 

(a) メニュー５－

目のもの 

(b) メニュー５－

目のカテゴリー１

(c) メニュー５－２の

目のカテゴリ

(d) メニュー５－２の

目のカテゴリー３

又は200Mb/s品目の

10

  プラン３ める特定協

線（当社が

別に定めるものを除きます。）を利

に掲げる契

するもの 

会社に係る

の１Gb/s品

の 

 共通編別記２のに定

定事業者の光アクセス回

用するものであって、次

約約款及び料金表に規定

ａ 西日本電信電話株式

もの 

(a) メニュー５－１

目のプラン３のも

  プラン４ める特定協

定事業者の光アクセス回線（当社が

。）を利

ものであって、次に掲げる契

るもの 

(a) メニュー５－２の１Gb/s品

目のもの 

 共通編別記２のに定

別に定めるものを除きます

用する

約約款及び料金表に規定す

ａ 西日本電信電話株式会社に係る

もの 

 オ 第 種 、タイプ３ ー１のプラン７、

メニュー２のプラン４、コース２及びコース３を除きます。）に

係る区分の変更の請求をすることができます。この場合におい

て、変更後の区分の定額利用料は、その変更の承諾日を含む料金

月の翌料金月から適用します。 

２ 契約者は （コース１のメニュ

カ 通信プロトコルによる区別  

 区  分 内     容  
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 IPv4タイプ 信のプロ

トコルにIPv4プロトコルを利用す

 その第２種契約に係る通

るもの 

 IPv6タイプ 信のプロ

トコルにIPv6プロトコル及びIPv4

 

 その第２種契約に係る通

プロトコルを利用するもの

 
１ トコルの する区分に限り

  

備考 

 通信プロ 区別は次表に規定

適用します。 

区  分 内     容

コース１のメニュー１

のプラン１からプ

４ 

ラン

コース１のメニュ

のプラン１及びプラン

２ 

ー２

コース２ 

コース３ 

のに定

定事業者

ス回線（当

めるもの

。）を利用

するものであって、次

約約款及

定する

信電話株

もの 

) －１

Ⅱ－

100Mb/s 品

又 は

s 品目のも

信電話株

るもの 

ー５－１ 

の 100Mb/s 品目の

－１のも

Mb/s品目の

は１Gb/s

ラン３の

もの 

(b)  メニュー５－２

のカ

ゴリー３－１、

200Mb/s品目のもの

又は1Gb/s品目のも

共通編別記２

める特定協

の光アクセ

社が別に定

を除きます

に掲げる契

び料金表に規

もの 

ａ 東日本電

式会社に係る

(a  メニュー５

又は５－２の

１型の

目 の も の

200Mb/

の 

ｂ 西日本電

式会社に係

(a) メニュ

プラン５

の、200

もの、又

品目のプ

の100Mb/s品目

テ

の 

 

２ IPv6プロトコルに係るＩＰアドレスの付与等につい

ては当社が別に定めるところによります。 

 

 

ア タイプ６には、次の区分があります。  タイプ６の区

分に係る料金の
 区  分 内     容  
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 コース１ 接続モバイ

イー・アク

データ通

契約約款

るものに限

別記２の

の提供区

の第２種

定するもの

タ通信利

２のに

契約約款

及び料金表に規定するところによ

定める料

 当社の提供区間と他社

ルデータ通信利用回線（

セス株式会社のモバイル

信ネットワークサービス

【エンドユーザ編】に係

ります。）に係る共通編

に定める特定協定事業者

間とを合わせて当社がそ

契約に係る利用料を設

（他社接続モバイルデー

用回線に係る共通編別記

定める特定協定事業者の

りその特定協定事業者が

金を除きます。） 

適用 

 コース２ 続モバイ

イー・アク

ルデータ通

契約約款

るものに限

別記２の

者の提供区

の第２種

設定する

データ通信

係る共通編別記２の

の契約約

るところに

者が定める

 当社の提供区間と他社接

ルデータ通信利用回線（

セス株式会社のモバイ

信ネットワークサービス

【エンドユーザ編】に係

ります。）に係る共通編

に定める特定協定事業

間とを合わせて当社がそ

契約に係る定額利用料を

もの（他社接続モバイル

利用回線に

に定める特定協定事業者

款及び料金表に規定す

よりその特定協定事業

料金を除きます。） 

  コース３ 続モバイ

イー・アク

通信サービ

約款(EMOBILE LTE編)に準じ

に限ります。）に係る共通編

る特定協定事業

者の卸提供区間を含めて当社がそ

の第２種契約に係る定額利用料を

設定するもの。 

 当社の提供区間に他社接

ルデータ通信利用回線（

セス株式会社のEMOBILE

ス契約

るもの

別記２のに定め

 イ コース１には、次の区分があります。 

 区  分 内     容 
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 プラン１ 通信利用

に定める特

って、に

り、他社接

用回線を

課金対象パ

報量をいい

。）を単位

超える場合

る１課金対

計算し、

て適用し

4980.15円）

月における

ット数（以下

「累計課金対象パケット数」といい

ず 4,743 円

（4980.15円）を適用します。 

他社接続モバイルデータ

回線について当社が別

定事業者に係るものであ

定める定期利用期間があ

続モバイルデータ通信利

介して通信を行う場合、

ケット（128バイトの情

ます。以下同じとします

として23825パケットを

は23825パケットを超え

象パケットごとに加算額を

基本額にその額を加算し

ます。この額が4,743円（

を超える場合は、１料金

累計の課金対象パケ

ま す 。） に か か わ ら

 
があったとしても、この

承諾しません。

 第２種契 変更の請求

を行うこと

備考 

１ 当社はプラン１に係る申込み

申込を  

２ 約者は、プラン１に係る区分への

はできません。 
 ウ コース２には、次の区分があります。 

区 分 内   容 

プラン１ 信利用回線

特定事業者

通信を行う

数にかかわ

であってプ

 

他社接続モバイルデータ通

について当社が別に定める

に係るものであり、他社接続モバイルデ

ータ通信利用回線を介して

場合、累計課金対象パケット

らず基本額を適用するもの

ラン２以外のものとします。

プラン２ 信利用回線

が別に定める特定事業者

用期間があり、他社接続モバイルデータ

を行う場合、

累計課金対象パケット数にかかわらず

基本額を適用します。 

他社接続モバイルデータ通

について当社

に係るものであって、に定める定期利

通信利用回線を介して通信

 備考 

１ 当社はプラン１に係る申込みがあったとしても、この

申込を承諾しません。 

２ 第２種契約者は、プラン１に係る区分への変更の請求

を行うことはできません。 
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 エ コ は、次の区分があ

区 分 

ース３に ります。 

内 容 

プラン１ タ通信利用

定める特

あって、

があり、他

通信利用回

信を行う場合、累計

課金対象パケット数にかかわらず

他社接続モバイルデー

回線について当社が別に

定事業者に係るもので

に定める定期利用期間

社接続モバイルデータ

線を介して通

基本額を適用します。 

 

オ  当社はＩＰ通信網サービスの提供を開始した日を、

びコース２の

コース１及

場合には、当社が別に定める特定協定事業者が第２

３の場合に

ら起算して

種契約者の端末機器の受け取りを確認した日、コース

は当社が第２種契約者からの申込みを承諾した日か

10日後とします。 
 者から請求があったときは、他社接続モバ

の場合、第

規定する料

カ 当社は、第２種契約

イルデータ通信利用回線に関する工事を行います。こ

２種契約者は、料金表第２表（工事に関する費用）に

金の支払いを要します。 
 ビス提供区

信利用の制

限等については、当社が別に定める特定事業者の契約約款の規定

に準じます。 

キ 他社接続モバイルデータ通信利用回線に係るサー

域、電波伝播条件による通信場所の制限通信場所、通

 ク この欄に規定するほか他社接続モバイルデータ通信利用回線

よりまのその他の提供条件については、当社が別に定めるところに

す。 
  

ア 第２種契約者からの申込みを承諾した日から起算して10日後を

ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日とします。 

イ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、モ

セスに関する工事を行いま

バイルアク

す。この場合、第２種契約者は、料金

いを要しま表第２表（工事に関する費用）に規定する料金の支払

す。 

ウ モバイルアクセスに係るサービス提供区域、電波伝播条件によ

は、当社る通信場所の制限通信場所、通信利用の制限等について

が別に定めるところによります。 

の２ タイプ６

－２の区分に

る料金の適用 

提供条件に

は、当社が別に定めるところによります。 

係

エ この欄に規定するほかモバイルアクセスその他の

ついて

ア 第２種契約者からの申込みを承諾した日から起算し

ＩＰ通信網サービスの提供を開始した日とします。 

て10日後をの３ タイプ

－３の区分に係

る料金の適用 ら請求があったときは、モバイルアク

は、料金

表第２表（工事に関する費用）に規定する料金の支払いを要しま

す。 

６

イ 当社は、第２種契約者か 
セスに関する工事を行います。この場合、第２種契約者

 ウ モバイルアクセスに係るサービス提供区域、電波伝播条件によ

る通信場所の制限通信場所、通信利用の制限等については、当社

が別に定めるところによります。 

 エ この欄に規定するほかモバイルアクセスその他の提供条件に

ついては、当社が別に定めるところによります。 
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 オ タイプ６－３には、次の区分があります。 

 区  分  内   容 

 コース１ モバイル

別記17のケ

の卸提供

区間を含めて当社がその第２種契

る定額利用料を設定するも

の 

 

当社の提供区間について

アクセスに係る共通編

に定める特定協定事業者

約に係

 

１には、カ コース 次の区分があります。 

 内     容   区  分 

   いもの  メニュー１ 最低利用期間がな  

 ュー１にはキ メニ 、次の区分があります。 

  区  分    内     容

プラン１ イルアク

ット数を

ットに設定するもの 

１の料金月におけるモバ

セスに係る累計パケ

16777216パケ

 

プラン２ １暦日におけるモバイルアクセス

累計パケット数を245760パ

もの 

 

に係る

ケットに設定する

 

 

ア タイプ７には、次の区分があります。 

区  分 内     容  

 タイプ７の区

分に係る料金の

適用 
コ 当 についてその第２

料を設定す

 

 

ース１ 社の提供区間

種契約に係る定額利用

るもの 

 イ コース１には、次の区分があります。 

  区  分 内     容  

  プラン１ ス検知・駆除

ビス利用規約」に規定するウイ

ルス検知・駆除契約に相当する料金を含

の 

 当社が別に定める「ウイル

契約サー

む定額利用料を適用するも

  クセスの利用につい

ず定額利用

料を適用するもの 

 プラン２ ポータブルＩＰア

て接続通信時間にかかわら

  

る「ウイル

ウイルス検

知・駆除契約の申込みをしたものとします。 

２ 当社は、プラン１に係る申込みがあったとしても、こ

の申込みを承諾しません。 

３ 第２種契約者は、プラン１の区分への変更の請求を行

うことはできません。 

４ プラン１の定額利用料は、1－２－２（定額利用料）

のタイプ７のコース１のプラン１に規定する料金額

 備考  

１ プラン１の申込みと同時に当社が別に定め

ス検知・駆除サービス利用規約」に規定する
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ビス利用規

利用するこ

・駆除契約を解除することはできま

を適用します。 

５ プラン１については、「ウイルス検知・駆除サー

約」の規定にかかわらず、１契約者識別符号につき

ととなる１のウイルス検知

せん。 

  

 接続通信時間

又は情報量の測

定等 

。）は、ア

暗証符号に

し、利用者

26条（通信利用の制

にした時刻

 

任によらな

合（共通編第26条（通信利用の

１－２（料

ア又はイに

タとみなさ

又は特定協

この場合において、回線の

り、課金対

、そのパケ

。 

ア 接続通信時間（着信課金通信に係るものを除きます

クセスポイントから送信された契約者識別符号及び

より当社がその第２種契約者を識別した時刻から起算

からの通信終了の信号を受け、又は共通編第

限等）第３項の規定により、その通信をできない状態

までの経過時間とし、当社の機器により測定します。

イ 当社の設置した電気通信設備の故障等利用者の責

い理由により接続を打ち切った場

制限等）第３項の規定による場合を除きます。）は、

金額）に規定する分数に満たない端数の接続時間は、

規定する接続通信時間には含みません。 

ウ 課金対象パケットの情報量（制御信号等のうちデー

れるものを含みます。以下同じとします。）は、当社

定事業者の機器において測定します。

故障等通信の発信者又は着信者に起因しない理由によ

象パケットが通信の相手先に到着しなかった場合には

ットについては、情報量の測定から除きます

 当社の機器

故障

の 当社の機器の故障等により正しく算定する

合の利用料等（特定ダイヤルアップ回線及びポータブル

スの利用の場合の利用料又は定額利用料の加算額を含み

この欄において同じとします。）は次のとおりとします

ア 過去１年間の実績を把握することができる場合

等により正

しく算定するこ

とができなかっ

た場合の料金の

取扱い 

ことができなかった場

ＩＰアクセ

ます。以下

。 

 

障等により正しく算定することができなかった日の

情を総合的

属する料金

各料金月における１日平均の利用料等が最低

た額 

 機器の故

初日（初日が確定できないときにあっては、種々の事

に判断して機器の故障等があったと認められる日）の

月の前12料金月の

となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得

 

 出

なかった期

イ ア以外の場合 

把握可能な実績に基づいて当社が別に定める方法により算

した１日平均の利用料等が最低となる値に、算定でき

間の日数を乗じて得た額 

 （ 欄イに規定する当社が別に定める方法は、原則として、次注） 本

のとおりとします。 

 場合 

きなかった

最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じ

て得た額 

 過去２か月以上の実績を把握することができる

 機器の故障等により正しく算定することがで

日前の実績が把握できる各料金月における１日平均の利用

料等が

  過去２か月間の実績を把握することができない場合 

 機器の故障等により正しく算定することができなかった

日前の実績が把握できる期間における１日平均の利用料等

又は故障等の回復後の７日間における１日平均の利用料等

のうち低いほうの値に、算定できなかった期間の日数を乗じ

て得た額 
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ビ

と

用

係る利用料の

適用 

による通話

以下この欄

）の適用を

ン５、プラ

除きます。）

選択する旨

同じとしま

サービスに

て「電話等

）の申出が

用の規定及

もの）ア（コース１のも

の）の加算額の額にかかわらず、次の(ア)及び(イ)のとおりとし

ます

 電話等サー

スの月極割引

の複合継続利

に

ア 当社は、電話等サービス契約約款に規定する選択制

料金の月極割引（当社が別に定めるものに限ります。

において「電話等サービスの月極割引」といいます。

受けている第２種契約者（タイプ１のコース１（プラ

ン６、プラン７、プラン８）、タイプ６及びタイプ７を

に係る者に限ります。（電話等サービスの月極割引を

の申出をした者を含みます。）以下この欄において

す。）から、その第２種オープンコンピュータ通信網

ついて、12料金月以上の継続利用（以下この欄におい

サービスの月極割引との複合継続利用」といいます。

あった場合には、この表の欄のイの表の利用料の適

び１－２－１（利用料）（タイプ１の

。 

 利用料は、(ア) 次表の規定により適用します。 

  区  分    利用料の適用

  プラン１ 単位での累

合（累計時

）は基本

額のみを適用し、６時間を超える場

までごと

額にその額

 接続通信時間の料金月

計時間が６時間までの場

間が０の場合を含みます。

合は６時間を超える１分

に加算額を計算し、基本

を加算して適用します。 

  プラン２ 位での累

合（累計時

ます。）は基本

超える場

分までごと

額にその額

 接続通信時間の料金月単

計時間が20時間までの場

間が０の場合を含み

額のみを適用し、20時間

合は20時間を超える１

に加算額を計算し、基本

を加算して適用します。 

を

  プラン３ 単位での累

までの場合（累計時

）は基本

を超える場

分までごと

額にその額

 接続通信時間の料金月

計時間が55時間

間が０の場合を含みます

額のみを適用し、55時間

合は55時間を超える１

に加算額を計算し、基本

を加算して適用します。 

。

  プラン４ 金月単位での累

の場合（累計

みます。）は基

本額のみを適用し、130時間を超え

る場合は130時間を超える１分まで

ごとに加算額を計算し、基本額にそ

の額を加算して適用します。 

 接続通信時間の料

計時間が130時間まで

時間が０の場合を含

 (イ) 加算額は、次表に規定する額を適用します。 

  区  分 加算額（１分までごとに）  
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 ン１ 7.35円）   プラ ７円（

 ン２ 4.20円）   プラ ４円（

 ン３ 3.15円）   プラ ３円（

 2.10円）   プラン４ ２円（

 用の申出がイ 当社は、電話等サービスの月極割引との複合継続利

あったとしても、この申出を承諾しません。 

 る利用料に

の翌料金月

と

ープンコン

を含む料金月）から

ウ 電話等サービスの月極割引との複合継続利用に係

ついては、その申出を当社が承諾した日を含む料金月

（第２種契約者の申込みと同時に電話等サービスの月極割引

の複合継続利用の申出があった場合は、その第２種オ

ピュータ通信網サービスの提供を開始した日

適用します。 

 は、電話等

 

エ 当社は、次のいずれかに該当する場合が生じたとき

サービスの月極割引との複合継続利用を廃止します。

 利用に係る第２

タイプ１の

区分への変

き。 

(ア) 電話等サービスの月極割引との複合継続

種オープンコンピュータ通信網サービスについて、

コース１（プラン５を除きます。）以外の細目及び

更があったとき、又は第２種契約の解除があったと

 サービスの

の選択の申出に伴

引に係るＯ

たとき。 

(イ) 電話等サービスの月極割引の廃止（その電話等

月極割引以外の電話等サービスの月極割引

うものを除きます。）又は電話等サービスの月極割

ＣＮ特別適用若しくはＯＣＮ追加割引の廃止があっ

 に係る第２

。 

(ウ) 電話等サービスの月極割引との複合継続利用

種契約者から、その利用の廃止の申出があったとき

 たとき。 (エ)  その他イに規定する承諾条件を満たさなくなっ

 廃止が

の利用料に

に係る利用

オ 当社は、電話等サービスの月極割引との複合継続利用の

あった場合は、その廃止があった日を含む料金月まで

ついて、電話等サービスの月極割引との複合継続利用

料を適用します。 

 る第２種契

その適用が開始された料金月から起算して12料金月の間

止があった

月からその

月数に200円を乗じて得

っていただくこと

カ 電話等サービスの月極割引との複合継続利用に係

約者は、

に電話等サービスの月極割引との複合継続利用の廃

場合には、その廃止があった日を含む料金月の翌料金

12料金月のうちの最終料金月までの料金

た額を、当社が定める期日までに一括して支払

があります。 

 の変更をし

電話等サービスの月極割引」を適用しません。 

による通話

割引は、次に掲げるものとします。 

(ウ) 全時間帯の国内通話及び国際通話の合算による通話料金

の月極割引Ⅰ 

(エ) 全時間帯の国内通話及び国際通話の合算による通話料金

の月極割引Ⅱ 

キ 当社は、第２種契約者が第２種契約の細目又は区分

た場合は、「

（注） この欄のアに規定する当社が別に定める選択制

料金の月極

(ア) 特定電話番号等への通話料金の月極割引Ⅰ 

(イ) 特定電話番号等への通話料金の月極割引Ⅱ 

 優先接続の取

扱いに係る定額

ア 当社は、第２種契約者（タイプ２及びタイプ３（コース１のメ

ニュー１のプラン２及びメニュー２のプラン１）に係るものを除
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利用料の適用 て同じとし

プ３につい

と「電話等

金とを一括

。）する

きます。）

のコース２

げる特定協

型サービス

います。以

別記２の

ィ

お

は県間市外

」といいま

則第５条に

て同じとし

１について

から１契約

プ２のコ

る基本額

0円（115.5

月額）、プラ

プラン９に

20円（651

、１－２－

額利用料）に規定する定額利用料から１契約者識別符号ご

（月額）、メ

）を減額し

別割引」とい

きます。）に係る者に限ります。以下、この欄におい

ます。）の電話等回線（タイプ２のコース１及びタイ

ては、第２種契約者がＩＰ通信網サービスに係る料金

サービス契約約款」に定める電話等サービスに係る料

して請求（以下この欄において「統合請求」といいます

ことを承諾している場合（当社が別に定める場合を除

の、その電話等サービスに係る回線をいい、タイプ２

については、ＤＳＬ回線に係る共通編別記２のに掲

定事業者の契約約款及び料金表に規定する利用回線

に係る回線又は契約者回線型サービスに係る回線をい

下この欄において同じとします。）について、共通編

に定める特定協定事業者の電話サービス契約約款又は総合デ

ジタル通信サービス契約約款に規定する優先接続の取扱いに

ける電話会社固定に係る県間市外通話の通話区分又

通信の通信区分（以下この欄において「県間固定区分

す。）として当社の事業者識別番号（電気通信番号規

規定する電気通信番号をいいます。以下この欄におい

ます。）を指定している場合には、タイプ２のコース

は、１－２－２（定額利用料）に規定する定額利用料

者識別符号ごとに700円（735円）（月額）を減額、タイ

ース２については、１－２－２（定額利用料）に規定す

から１契約者識別符号ごとにプラン１については11

円）（月額）、プラン２については510円（535.5円）（

ン３、プラン４、プラン５、プラン６、プラン７及び

ついては610円（640.5円）（月額）、プラン８については6

円）（月額）を減額、タイプ３のコース１については

２（定

とにメニュー２のプラン１については100円（105円）

ニュー２のプラン３については300円（315円）（月額

て適用します。（以下この欄において「県間固定特

います。） 

 等回線につ

 

イ 当社は、次の各号に該当する場合に限り、１の電話

き１の県間固定特別割引を適用します。

 者であると

ます。） 

(ア) 第２種契約者と電話等回線の契約者が同一の

き。（当社が別に定める基準に適合するときを含み

 る終端の場

。（当社が

(イ) タイプ２のコース２について、ＤＳＬ回線に係

所が電話等回線の設置場所と同一のものであるとき

別に定める基準に適合するときを含みます。） 

 県間固定特別割引は、県間固定区分について当社の事業者識別

む料金月に

ウ 

番号を指定していることを当社が確認できた日を含

ついて適用します。 

 特別割引又

定額利用料の適用を受

けている第２種契約者については、県間固定特別割引を適用しま

せん。 

エ アの規定にかかわらず、に規定するドットフォン

はの２に規定する長期継続利用に係る

 オ 当社は、「県間固定特別割引」の適用を受けることについての

申出があったとしても、この申出を承諾しません。 

 カ 当社は、第２種契約者が第２種契約の細目又は区分の変更をし

た場合は、「県間固定特別割引」を適用しません。 
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ン

に

定額利用料

の適用 

契約（タイ

供する第２

イプ３を除

るものに

ス１につ

用料から１

、タイプ２

規定する基

ては110円

及びプラン

プラン６に

は620円（651

、１－２－

ら１契約者識別符号ご

ン３につい

以下この欄

いいます。） 

 ドットフォ

契約の取扱い

係る

ア 当社は、第２種契約者が当社と第１種ドットフォン

プ１のうち第１種ドットフォン利用回線が当社が提

種契約に係る回線でないもの及びタイプ２並びにタ

きます。）又は第２種ドットフォン契約（タイプ１に係

限ります。）を締結している場合には、タイプ２のコー

いては、１－２－２（定額利用料）に規定する定額利

契約者識別符号ごとに700円（735円）（月額）を減額

のコース２については、１－２－２（定額利用料）に

本額から１契約者識別符号ごとにプラン１につい

（115.5円）（月額）、プラン３、プラン４、プラン７

９については610円（640.5円）（月額）、プラン５及び

ついては890円（934.5円）（月額）、プラン８について

円）（月額）を減額、タイプ３のコース１については

２（定額利用料）に規定する定額利用料か

とにプラン１については100円（105円）（月額）、プラ

ては300円（315円）（月額）を減額して適用します。（

において「ドットフォン特別割引」と

 長期継続利

種契約者について

イ 欄に定める県間固定特別割引又はに規定する

用に係る定額利用料の適用を受けている第２

は、ドットフォン特別割引を適用しません。 

 受けることについ

。 

ウ 当社は、「ドットフォン特別割引」の適用を

ての申出があったとしても、この申出を承諾しません

 エ 当社は、第２種契約者が第２種契約の細目又は区分の変

た場合は、「ドットフォン特別割引」を適用しません

更をし

。 

 「エンジョイ

パック」の取扱

いに係る定額利

用料の適用 

ン７（電話

社が別に定

するウイル

ポケット利

プラン」又

除きます。）に係る契約をし

パック」に

－２（定額

に規定する定額利用料から１契約者識別符号ごとに200

の欄におい

す。） 

ア 当社は、第２種契約者（タイプ２のコース２のプラ

重畳のものに限ります。）のものに限ります。）が、当

める「ウイルス検知・駆除サービス利用規約」に規定

ス検知・駆除契約と、当社が別に定める「ＯＣＮマイ

用規約」に規定するＯＣＮマイポケット（「ＷＩＤＥ

は「ＯＰＥＮプラン」に係るものを

ている場合であって、当社が別に定める「エンジョイ

係る申込みの承諾を当社が行った場合に限り、１－２

利用料）

円（210円）（月額）を減額して適用します。（以下こ

て「エンジョイパック割引」といいま

 いて解

等といいます。）が生じたときは、「エンジョイパック割引」を

廃止します。 

（ア)第２種契約者がアの規定において当社が承諾した第２種契

約、ウイルス検知・駆除契約又はＯＣＮマイポケットに係る契

約のいずれか又はすべてを解除したとき。 

（イ)第２種契約者が第２種契約の細目又は区分の変更をしたと

き。 

イ 当社は、次のいずれかに該当する場合（以下この欄にお

除
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 合であって

込みの承諾

当社が行わない場合は、「エンジョイパック割引」を適用しま

エ 当社は、「エンジョイパック割引」の適用を受けることについ

。 

の変更をし

。 

ウ 廃止後、イで解除等をしたものを再度契約した場

も、当社が別に定める「エンジョイパック」に係る申

を

せん。 

ての申出があったとしても、この申出を承諾しません

オ 当社は、第２種契約者が第２種契約の細目又は区分

た場合は、「エンジョイパック割引」を適用しません

 長期継続利用

に係る基本額の

適用 

ン４に係る

します。）

い

て「長期継

。）の申出があった場合には、その期間にお

ける基本額については、１－２－１（利用料）（タイプ１のも

の） に規定 に規定する

額を減額し ます。 

ア 当社は、第２種契約者（タイプ１のコース１のプラ

第２種契約者に限ります。以下この欄において同じと

から、その第２種オープンコンピュータ通信網サービスにつ

て、次表に定める期間の継続利用（以下この欄におい

続利用」といいます

ア（コース１のもの） する基本額から同表

て適用し

 額（月額）   継続して利用する期間 基本額の減

 円）   36料金月 820円（861

 利用の申出を

のコース１

継続利用の

タ通信網サ

した日を含む料金月）から適用します。 

イ 長期継続利用に係る基本額については、長期継続

当社が承諾した日を含む料金月の翌料金月（タイプ１

のプラン４に係る第２種契約の申込みと同時に長期

申出があった場合は、その第２種オープンコンピュー

ービスの提供を開始

 （以下この

第２種オ

を

ウ 長期継続利用に係る基本額の適用の対象となる期間

欄において「長期継続利用期間」といいます。）には、

ープンコンピュータ通信網サービスの利用停止があった期間

含むものとします。 

 ュータ通信

の細目若しくは区分の変更又は第２種契

す。 

エ 当社は、長期継続利用に係る第２種オープンコンピ

網サービスについて、そ

約の解除があった場合には、長期継続利用を廃止しま

 期間満了後

利用期間が

続利用を当

社に申し出ていただきます。 

オ 長期継続利用に係る第２種契約者は、長期継続利用

も長期継続利用を継続しようとするときは、長期継続

満了する料金月の末日の10日前までに、新たに長期継

 期間の満了

には、その廃止があった日

了する料金

基本額に0.35を乗じて得

た額を、当社が定める期日までに一括して支払っていただきま

す。 

キ 当社は、「長期継続利用」の適用を受けることについての申出

があったとしても、この申出を承諾しません。 

ク 当社は、第２種契約者が第２種契約の細目又は区分の変更をし

た場合は、「長期継続利用」を適用しません。 

カ 長期継続利用に係る第２種契約者は、長期継続利用

前に長期継続利用の廃止があった場合

を含む料金月の翌料金月から長期継続利用期間が満

月までの料金月数に対応する廃止前の

 削除 削除 
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プ３のコー

２及びコー

供するものに限りま

 

通信網サー

4料金

利用期間に

ついて、そ

びコース３

きます。）又は第２種契約の解除があった場合には、当社

が定める期 でに、同表に規定す を支払っていただ

ア 第２種オープンコンピュータ通信網サービス（タイ

ス１のメニュー１（プラン７を除きます。)、コース

ス３並びにタイプ６－３（移動無線装置を提

す。）に限ります。）には、最低利用期間があります。

（ア）最低利用期間は、第２種オープンコンピュータ

ビスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から2

月とします。 

（イ）第２種契約者は、前項の最低利用期間内に最低

係る第２種オープンコンピュータ通信網サービスに

の細目若しくは区分の変更（タイプ３のコース２及

を除

日ま る違約金

きます。 

 区分 違約金  

 タイプ３のコース１のメニュー１ 

（プラン７を除きます） 

（不課税）  5,000 円

 のコース２ （不課税）  タイプ３ 8,000 円

 タイプ３のコース３ 8,000 円（不課税）  

 タイプ６－３ 9,975 円（不課税）  

イ 第２種オープンコンピュータ通信網サービス（タイ

ス１のメニ

プ３のコー

ュー１のプラン７に限ります。）には、最低利用期間

通信網サー

ら36料金

があります。 

（ア）最低利用期間は、第２種オープンコンピュータ

ビスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月か

月とします。 

（イ）第２種 は、前項の最低利 に最 利用期間に

ついて、第

２種契約の解除があった場合には、当社が定める期日までに、

同表に規定する違約金を支払っていただきます。 

契約者 用期間内 低

係る第２種オープンコンピュータ通信網サービスに

 区分 違約金  

 タイプ３のコース１のメニュー１のプラ

ン７ 

5,000 円（不課税）  

 最低利用期

内に契約の解

等があった

間

除

場合

の料金の適用 

 

 電子メール

利用の場合

用料又は定

用料

の

利

利

の

電子メールの利用の場合の利用料又は定額利用料の加算額は

約者識別符号につき利用することとなる１のメールア

く他のメールアドレスについて適用します。 

の

額

の加算額

適用 

、１契

ドレスを除

 特定ダイヤ

アップ回線の利

用の場合の定額

利用料の加算額

の適用 

契約者（タイプ１のコース１のプラン７及びプラン８、タイ

にタイ

プ６－３を除きます。）が特定ダイヤルアップ回線から定額制アク

セスポイントに接続して通信を行った場合は、料金月単位で１－２

－４（特定ダイヤルアップ回線及びポータブルＩＰアクセスの利用

の場合の利用料又は定額利用料の加算額）に規定する加算額を適用

します。 

ル
プ３のコース１のメニュー１のプラン７、タイプ６－２並び

第２種

 （注） 本欄に規定する当社が別に定める特定ダイヤルアップ回線
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る特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定す

及びデー

ます。）  

は、次に掲げ

るものとします。 

   株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモに係るもの 

Ａサービス（パケット通信モードのもの(a) ＦＯＭ

タ専用プランの定額データプランのものに限り

(b) Ｘｉサービス 

 ポータブル

Ｐアクセスの

用の場合の利

料

Ｉ

利

用

又は定額利用

料の加算額の適

用 

プラン７及

約者識別符

するポータ

以下「ポー

（特定ダイ

利

算して適用

ンタフェー

等、認証に係るセキュ

は、当社の

い、営業区

ア 第２種契約者（タイプ３のコース１のメニュー１の

びタイプ７のコース１のプラン２を除きます。）が契

号を利用し、ポータブルＩＰサービス契約約款に規定

ブルＩＰ網を介してＩＰ通信網へ通信を行った場合（

タブルＩＰアクセス」といいます。）は、１－２－４

ヤルアップ回線及びポータブルＩＰアクセスの利用の場合の

用料又は定額利用料の加算額）に規定する加算額を計

します。 

イ ポータブルＩＰアクセスに係る通信利用の制限、イ

ス、契約者回線に係るセキュリティの確保

リティの確保及び自営端末設備の電源の確保について

ポータブルＩＰサービス契約約款の規定に準じて取扱

域については当社が別に定めるところによります。 

 「安心セレク

トパック」の取

扱いに係る定額

利用料の適用 

１のプ

３を除きま

ービス利用

る「迷

メールブロ

ケット利用

ットフォン

利用して

定める「Ｏ

定するＯＣＮプ

レミア ートサービス 異なる複数の契

約をしている場合であって、その複数の契約が１料金月継続して

いる場合に限 利用料（月額）

から次表に規 ます。（以下

おいて「安心セ 。）  

区  分 額） 

ア 当社は、第２種契約者（タイプ３のコース１のメニュー

ラン７、メニュー２のプラン４、コース２及びコース

す。）が、当社が別に定める「ウイルス検知・駆除サ

規約」に規定するウイルス検知・駆除契約、当社が別に定め

惑メールブロックサービス利用規約」に規定する迷惑

ックサービス契約、当社が別に定める「ＯＣＮマイポ

規約」に規定するＯＣＮマイポケット契約、第１種ド

契約（タイプ１のうち050あんしんナンバー転送機能を

いるもの又はタイプ３に限ります。）及び当社が別に

ＣＮプレミアムサポートサービス利用規約」に規

ムサポ 契約の５契約のうち、

締結されて り、その複数の契約の定額

の合算料金 定する額を減額して適用し

この欄に レクトパック」といいます

合算料金の減額（月

２契約の場合       50円（52.5円） 

３契約の場合       100円（105円） 

４契約の場合      150円（157.5円） 

５契約の場合       200円（210円） 

備考 

１ ＯＣＮマイポケット契約が含まれる場合は更に50円

（52.5円）、ＯＣＮプレミアムサポートサービス契約が含ま

れる場合は更に50円（52.5円）減額いたします。  
 イ 当社は、次のいずれかに該当する場合が生じたときは、「安心

セレクトパック」を適用しません。 
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 した第２種

ックサービ

フォン契約

て

はタイプ３に限ります。）及びＯＣＮプレミアム

か又はすべてを

(ア) 第２種契約者がアの規定において当社が承諾

契約、ウイルス検知・駆除契約、迷惑メールブロ

ス契約、ＯＣＮマイポケット契約、第１種ドット

（タイプ１のうち050あんしんナンバー転送機能を利用し

いるもの又

サポートサービス契約に係る契約のいずれ

解除したとき。 

 き。 (イ) 定額利用料金の適用外期間（無料期間等）のと

 (ウ) 第２種契約者が当社が別に規定する「ＷＩＤＥプラン」又

るとき。 は「エンジョイパック」に係る契約を締結してい

 削除 削除 

当社は、請求書又は口座振替通知書の発行の場合には、

の数にかかわらず、一の請求書

第２種契約

の発行又は一の口座振替通知書の発

請求書等の

iff/comm/）に

のサービス

サービスを除きます。）の料金又は個別契約等

るとき 

 請求事業者が当社から譲渡した債権及び他社に係る債権を一

諾した日を含む料金月から起

発行された

エ 当社が別に定める当社の都合又は当社が真にやむを得ないと

ビスは、次表に

ます。 

行ごとに請求書等の発行に関する料金を適用します。 

ただし、次に掲げる条件のいずれかに該当する場合は、

発行に関する料金を適用しません。 

ア 当社のホームページ（http://www.ntt.com/tar

て公表する契約約款又は利用規約等に定めるいずれか

（当社が別に定める

の料金と第２種契約に係る料金を一括して請求してい

イ

括して請求しているとき 

ウ 当社が第２種契約の申込みを承

算して４料金月以内に請求書又は口座振替通知書が

とき 

認める理由により請求書の発行を行うとき 

（注１） 本欄アに規定する当社が別に定めるサー

掲げる契約約款又は利用規約に定めるサービスとし

 

 「緊急地震速報 フレッツタイプ」サービス利用規約  

 ウイルス検知・駆除サービス利用規約  

 セットトップボックス等貸出サービスに関する利用規約  

 電話等サービス契約約款（別記２の５ 区分１

で定めるものに限ります。） 

及び区分６  

 パケット交換サービス契約約款（第２種パケット交換サービ

サービスに限ります。） 

 

ス及び第３種パケット交換
 ビリングステーション利用規約  

 ファクシミリ通信網サービス契約約款（第１種ファクシミリ

ァクシミリ通信網サービスに

 

通信網サービス及び第５種フ

限ります。） 
 ブログ人サービス契約約款  

 ポータブルＩＰサービス契約約款  

 マイアドレスプラス利用規約  

 マイホスティング・ウイルスチェックサービス利用規約  

 迷惑メールブロックサービス利用規約  

 ユーザーサポートプラン利用規約  

 ユーザーサポートプラン～おたすけ電話サポート～利用規

約 

 

 請求書発行

に関する料金

適用 

 ＯＣＮマイポケット利用規約  

等

の
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   ＯＣＮマイポケット（Ｆ）利用規約
 ＯＣＮプレミアムサポートサービス利用規約  

 ＣｏＤｅｎペイメント利用規約（利用先固定型）  

 ＩＰ通信網サービス契約約款（第２種オープンコンピュータ

ドットフォンサービス及び第３種ド

。） 

 

通信網サービス、第１種

ットフォンサービスに限ります
 ＭｕｓｉｃＯｃｅａｎ利用規約  

 ＯＣＮ 光 ｗｉｔｈ フレッツ利用規約  

 ＯＣＮペイオン利用規約  

 ＯＣＮ モバイル対応端末機器の取扱いに関する規約  

（注２） 本欄エに規定する当社が別に定める当社の都合又は当社が真に

トに

認められるとき 

やむを得ないと認める理由とは次に掲げるものとします。 

ａ 当社のサービスの仕様又は技術上の都合によりインターネッ

よる料金明細を確認できないとき 

ｂ 点字請求書の発行等社会通念上やむを得ないと

 ユニバーサ

サービス料の

用 

ル １－２－７に規定するユニバーサルサービス料は、第

（タイプ６、タイプ６－２及びタイプ６－３の者に限り

１の他社接続モバイルデ

適

２種契約者

ます。）に

ータ通信機能ごとに適用します。 

ア 第２種オープンコンピュータ通信網サービス（タイプ６

ス１のプラン

のコー

１及びコース２のプラン２に限ります。）には、定

通信網サー

から24料金

項の定期利用期間内に定期利用期間に

係る プ ー について、そ

区 があった場

、 る期日 違約金として に規定する

を た  

期利用期間があります。 

(ア) 定期利用期間は、第２種オープンコンピュータ

ビスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月

月ごととします。 

(イ) 第２種契約者は、前

第２種オー

目若しくは

ンコンピュ

分の変更又

タ通信網サービス

は第２種契約の解除の細

合には

料金

当社が定め までに 次表

支払ってい だきます。
 

区 分

初回定期利用

了月ま

で 

定期利用期間
初回定期利用期間満了

月以降かつ定期利用期

翌月以外 

 

 期間満
満了月の翌月

間満了月の

コ ー ス

１ の プ

ラン１ 

15,750 円

（不課税）

0円

（不課税）

3,150 円 

（不課税） 

 定期利用期間

内に契約の解除

等があった場

の料金の適用 

コ ー ス

２ の プ

ラン２ 

18,900 円

（不課税）

0円

（不課税）

3,150 円 

（不課税） 

 

合
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 イプ６のコ

ース３のプラン１に限ります。）には、定期利用期間がありま

通信網サー 

から24料金

利用期間に 

ついて、そ

更又は第２種契約の解除があった場

る 違 次表に規定する

料金を っていただ

期利 了月

イ 第２種オープンコンピュータ通信網サービス（タ

す。 

(ア) 定期利用期間は、第２種オープンコンピュータ

ビスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月

月ごととします。 

(イ) 第２種契約者は、前項の定期利用期間内に定期

係る第２種オープンコンピュータ通信網サービスに

の細目若しくは区分の変

合には、当社が定め

支払

期日までに

きます。 

約金として

初回定 用期間満

まで 

開始月及

翌

 

始月の

から

月 

定期利

間満了

翌

初回定期利

用期間満了

月以降かつ

期利用期

月の

翌月以外 

びその

月

開

翌々月

満了月

の各

まで

用期

月の

月 

定

間満了

38,40

（不課税

月に規

する

か

0円

（不課税）

9,975円 

（不課税） 

0円

）

前

定定

違約金

ら1,200円

減額した

料金 

（不課税） 

ウ 第２種契約者（タイプ３のコース１のメニュー

１、プラン３及びプラン５、コース２のメニュー１

及びプラン３並びにコース３のメニュー１のプラン１及び

１のプラン

のプラン１

プ

ラン３に限ります。以下この項において同じとします。）から、

その第２種オープンコンピュータ通信網サービスについて定

期利用の った場合には、そ おける基本額につ

料）に規定する基本額から同表

減額して適用します。 

申出があ の期間に

いては、１－２－２（定額利用

に規定する額を

 

 
区 分 

定額利用料の減額

（月額） 

 

 コース１のメニュー１のプラン１、プ

ラン３及びプラン５ 

 

 コース２のメニュー１のプラン１及

びプラン３ 

 

 コース３のメニュ

100円（1

ー１のプラン１及

びプラン３ 

05円） 

 

 

（ア）定期利用期間は、第２種オープンコンピュータ通信網サー

ビスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から24料金

月ごととします。ただし、第２種契約者から定期利用の申出が

あった場合は、定期利用の申込をした日を含む料金月の翌月か

ら24料金月ごととします。 
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 月以外に定

プンコンピ

は第２種契

に違約金と

（イ）第２種契約者は、前項の定期利用期間満了の翌

期利用の解除、又は定期利用期間に係る第２種オー

ュータ通信網サービスについて、その区分の変更又

約の解除があった場合には、当社が定める期日まで

して2,400円（不課税）を支払っていただきます。 

 付加機能利

用料の額に

社が別に定める場合を

１－２－５

（ウ）定期利用期間内に第２種契約者が１－２－５（

用料）に規定するウェブ機能を利用した場合は、利

かかわらず、利用料を適用しません（当

除きます。）。ただし、前項の解除があったときは、

（付加機能利用料）に規定する額を適用します。 

 プンコンピュータ通信網サービス（タイプ６－２に

定期利用

エ 第２種オー

限ります。以下この項において同じとします。）には、

期間があります。 

 通信網サー

月ごととし

（ア）定期利用期間は、第２種オープンコンピュータ

ビスの提供を開始した日を含む料金月から24料金

ます。 

 月以外に定

オープンコンピ

は第２種契

に違約金と

（イ）第２種契約者は、前項の定期利用期間満了の翌

期利用の解除、又は定期利用期間に係る第２種

ュータ通信網サービスについて、その区分の変更又

約の解除があった場合には、当社が定める期日まで

して9,975円（不課税）を支払っていただきます。 

 ン２、

ン２及びプ

プラン４に

において同じとします。）から、その第２

種オープンコンピュータ通信網 期利用の申

出があった場合には、その期間におけ については、１－

基 定する額を

す。 

オ 第２種契約者（タイプ３のコース１のメニュー１のプラ

プラン４及びプラン６、コース２のメニュー１のプラ

ラン４並びにコース３のメニュー１のプラン２及び

限ります。以下この項

サービスについて定

る基本額

２－２（定額利用料）に規定する

減額して適用しま

本額から同表に規

 定額利用料の減額 

（月額） 

  区分 

 プ

ラン４及びプラン６ 

50円（52.5円）   コース１のメニュー１のプラン２、

   コース２のメニュー１のプラン２及

びプラン４ 

 

  コース３のメニュー１のプラン２及   

びプラン４ 

 通信網サー

から24料金

用の申出が

料金月の翌月か

ら24料金月ごととします。 

（ア）定期利用期間は、第２種オープンコンピュータ

ビスの提供を開始した日を含む料金月の翌料金月

月ごととします。ただし、第２種契約者から定期利

あった場合は、定期利用の申込をした日を含む

 （イ）第２種契約者は、前項の定期利用期間満了の翌月以外に定

期利用の解除、又は定期利用期間に係る第２種オープンコンピ

ュータ通信網サービスについて、その区分の変更又は第２種契

約の解除があった場合には、当社が定める期日までに違約金と

して1,200円（不課税）を支払っていただきます。 
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 付加機能利

用料の額に

める場合を

たときは、１－２－５

（ウ）定期利用期間内に第２種契約者が１－２－５（

用料）に規定するウェブ機能を利用した場合は、利

かかわらず、利用料を適用しません（当社が別に定

除きます。）。ただし、前項の解除があっ

（付加機能利用料）に規定する額を適用します。 

ア 当社は、第２種契約者が次表に規定する複数の契約

の契約者識別符号において提供する第２種オープン

タ通信網サービスに係るものに限ります。以下、本欄

じとします。）をしている場合であって、その複数の

金月継続して締結されいる場合に限り、その複数の契約の利

（当社が１

コンピュー

において同

契約が１料

用料

（月額）又 用料（月額） に規定する

が別 除きます。） 

は定額利 の合算料金から次表

額を減額して適用します。（当社 に定める場合を
 合算料金の減額（月額）  区  分 
 ものに限

イプ３の

ン７、メニ

ラン４、タイプ６、タイプ６

７

ます。）に

200 円（210 円）  （ア） 第２種契約（タイプ６の

ります。）及び第２種契約（タ

コース１のメニュー１のプラ

ュー２のプ

－２、タイプ６－３及びタイプ

ス１のプラン２のものを除き

係る契約の場合 

のコー

 （イ） 第２種契約（タイプ７の

のプラン１のものに限ります。

－２－５のポータブルＩＰア

能に係る契約の場合 

コー

）及び１

クセス機

57.5 円）  ス１ 150 円（1

 （ウ） 第２種契約（タイプ６－

イプ６－３（コース１のメニュ

ラン１のものに限ります。）のものに限

ります。）、第２種契約（タイプ３のコー

ス１のメニュ

２及びタ

ー１のプ

ー１のプラン７、メニュー

プ６－

ース１

。）及び１

クセス機

300 円（315 円）  

２のプラン４、タイプ６、タイ

タイプ６－３及びタイプ７のコ

のプラン２のものを除きます

－２－５のポータブルＩＰア

能に係る契約の場合 

２、

 （エ） 第２種契約（タイプ６－２及びタ

イプ６－３（コース１のメニュー１のプ

ラン１のものに限ります。）のものに限

７、メニ

200 円（210 円）  

ります。）及び第２種契約（タイプ３の

コース１のメニュー１のプラン

ュー２のプラン４、タイプ６、タイプ６

－２、タイプ６－３及びタイプ７のコー

ス１のプラン２のものを除きます。）に

係る契約の場合 

 第２種契約

取扱いに係る

用料、定額

の

利

利用

料及び付加機能

利用料の適用 

イ 当社は、次のいずれかに該当する場合が生じたときは、アで規

程する合算料金の減額を適用しません。 

（ア） 第２種契約者がアの規定において当社が承諾した第２種

契約のいずれか又はすべてを解除したとき。 

（イ） 利用料（月額）又は定額利用料（月額）の適用外期間（無

料期間等）のとき。 
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料 

の 

     ア コース１のもの 

  別符号ごとに 

  分   額 

   １－２ 料金額 

    １－２－１ 利用

      タイプ１のも

 

１契約者識

区      料   金 

プラン１ 29円） 基本額（月額） 980円（1,0

 加算額（１分までごとに） 10円（10.5円） 

プラン２ 基本額（月額） 1,750円（1837.5円） 

 とに） .35円） 加算額（１分までご 7円（7

プラン３ 額） 2,415円） 基本額（月 2,300円（

 とに） 5.25円） 加算額（１分までご 5円（

プラン４ 額） 2,940円） 基本額（月 2,800円（

 とに） 3.15円） 加算額（１分までご 3円（

プラン６ 額） .5円） 基本額（月 250円（262

 加算額（１分までごとに） 15円（15.75円） 

プラン７ 基本額（月額） 800円（840円） 

 加算額（１分までごとに） 10円（10.5円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところ

更を行により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の変

います。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が

るところによります。 

別に指定す

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルス（第

グラムやデー

三者のプロ

タべースに対して意図的に何らかの被害を及ぼすように作られた

つ以上を有

子メール本

フトに

タウイルスを検知し、電子メールの転送を停止させるこ

プログラムであり、自己伝染機能、潜伏機能又は発病機能のうち１

するものをいいます。以下同じとします。）が添付されている又は電

文に含まれている場合、当社が別に定めるコンピュータウイルス対策ソ

より、そのコンピュー

とができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルスは、

ーンファイウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルスパタ

ルにより対応可能なウイルスとします。 

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方法

により利用可能とします。 

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する損害について

は、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません。 

（注１） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはトレンド

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 
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（ ファイル

ペ ー ジ

パターンフ

ンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

トレンドマイクロ株式会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパターン

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルス

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームページに掲示

するウイルスパター

後以降となります。 

      

  １契約者識別符号ごとに 

区        分 料   金   額 

イ コース２のもの 

プラン１ （420円） 基本額（月額） 400円

 加算額１（１分までごとに） 10.5円） 10円（

 とに） 10.5円） 加算額２（１分までご 10円（

プラン２ 1,029円） 基本額（月額） 980円（

 加算額１（１分までごとに） 10.5円） 10円（

 に） 10.5円） 加算額２（１分までごと 10円（

プラン３ 基本額（月額） 2,350円（2,467.5円） 

 加算額１（１分までごとに） 10円（10.5円） 

 に） 10.5円） 加算額２（１分までごと 10円（

プラン４ 額） 4,935円） 基本額（月 4,700円（

 とに） 10.5円） 加算額１（１分までご 10円（

 とに） 10.5円） 加算額２（１分までご 10円（

プラン５ 基本額（月額） 1,200円（1,260円） 

 加算額１（１分までごとに） 9円（9.45円） 

 加算額２（１分までごとに） 9円（9.45円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定

により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容

います。 

するところ

の変更を行

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が

るところによります。 

別に指定す

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添付されてい

ピュータウ

コンピュータウイルスを検知し、電子メールの

転送を停止させることができます。 

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコン

イルス対策ソフトにより、その

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルスパターンフ

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方

法により利用可能とします。 
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する損害につい７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません。 

（ ウェアとはトレンドマ注1） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフト

イクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 

（注2 ァイルと

ペ ー ジ

ターンフ

ージに掲示

ーンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

トレンドマイクロ株式会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

 

） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパターンフ

は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルスパ

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームペ

するウイルスパタ

後以降となります。

 

      タイプ６のもの 

      

号ごとに 

  額 

ア コース１のもの 

１契約者識別符

区        分 料   金 

基本額（月額） 953円（1000.65円） プラン１ 

（0.042円） 加算額（1課金対象パケットまでご 0.04円

とに） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところ

の変更を行により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容

います。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が

るところによります。 

別に指定す

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添

る又は電子メール本文に含まれている

付されてい

場合、当社が別に定めるコンピュータウ

子メールの

できます。 

イルス対策ソフトにより、そのコンピュータウイルスを検知し、電

転送を停止させることが

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュー

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイ

タウイルス

ルスパターンフ

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方

法により利用可能とします。 

７ つい 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する損害に

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません。 

８ します。  １の契約者識別符号により同時に通信を行うことができる数は１と

（ ンド

 

注１） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはトレ

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。

（ ５に規定する当社が別に定めるウイルスパターンファイル

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルスパターンフ

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームページに掲示

するウイルスパターンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

トレンドマイクロ株式会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

後以降となります。 

注２） この備考の
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利用料 

の 

     ア コース１のもの 

  号ごとに月額 

区        分   額 

    １－２－２ 定額

      タイプ１のも

 

１契約者識別符

料   金 

プラン５ 47.5円） 1,950円（2,0

プラン８ 500円（525円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところ

変更を行により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の

います。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が

るところによります。 

別に指定す

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添付されてい

ピュータウ

子メールの

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコン

イルス対策ソフトにより、そのコンピュータウイルスを検知し、電

転送を停止させることができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフは、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方

法により利用可能とします。 

７ 発生する損害につい 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません。 

８ ます。 １の契約者識別符号により同時に通信を行うことができる数は１とし

（ はトレンド注１） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアと

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 

（ ンファイル

ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ

micro.co.jp/support/）に掲示するウイルスパターンフ

し、トレンドマイクロ株式会社のホームページに掲示

するウイルスパターンファイルを、本サ るのは、

トレ よる当該ウイル 更改後２日

降となります。 

注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパター

と は 、 ト レ

（http://www.trend

ァイルとします。ただ

ービスにおいて検知可能とな

ンドマイクロ株式会社に スパターンファイル

後以

      タイプ２のもの 

号ごとに月額 

  額 

      ア コース１のもの 

  １契約者識別符

区        分 料   金 

定額利用料 1,950円（2,047.5円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところ

により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の変更を行

います。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が別に指定す

るところによります。 
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付されてい

ピュータウ

ピュータウイルスを検知し、電子メールの

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコン

イルス対策ソフトにより、そのコン

転送を停止させることができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフ

ウイルスとします。 

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能な

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に

法により利用可能とします。 

指定する方

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を

損害につい

負いません。 

（注1） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはト

イクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 

レンドマ

（ ファイルと

ペ ー ジ

パターンフ

。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームページに掲示

イルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

トレンドマイクロ株式会社による当該 更改後２日

後以降

注2） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパターン

は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルス

ァイルとします

するウイルスパターンファ

ウイルスパターンファイル

となります。 

      イ コース１－２のもの 

１契約者識別符号ごとに月額 

   額 区        分 料   金

定額利用料 1,200円（1,260円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定

により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容

います。 

するところ

の変更を行

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が別に指定す

るところによります。 

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添

る又は電子メール本文に含まれている

付されてい

場合、当社が別に定めるコンピュータウ

メールのイルス対策ソフトにより、そのコンピュータウイルスを検知し、電子

転送を停止させることができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフは、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方

法により利用可能とします。 

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する損害につい

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません。 

（注1） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはトレンドマ

イクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 
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（ ァイルと

ペ ー ジ

パターンフ

掲示

ンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

ト 会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

後以降となります。 

注2） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパターンフ

は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルス

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームページに

するウイルスパター

レンドマイクロ株式

ウ の 

  １契約者識別符号ごとに月額 

  分 料   金   額 

 コース２のも

区  

プラン１ 基本額 ,079円） 1,980円（2

 
の 

回線料 165.9円） 

電 話 重 畳

のも
端末 158円（

 基本額 1,980円（2,079円） 

 
のも

回線料 54.25円） 

電 話

畳

非 重

の 
端末 1,385円（1,4

プラン２ 3,339円） 基本額 3,180円（

 
の

線料 .9円） 

電 話

のも

重 畳

 
端末回 158円（165

 基本額 3,180円（3,339円） 

 

話 非 重

畳のも
端末回線料 1,385円（1,454.25円） 

電

の 

基本額 3,480円（3,654円） プラン３ 

のもの 
線料 165.9円） 

電 話 重 畳

端末回 158円（

基本額 3,654円） 3,480円（ 話

線料 54.25円） 

電 非 重

畳のもの 
端末回 1,385円（1,4

基本額 3,654円） 3,480円（プラン４ 電 話

端末回線料 .9円） 

重 畳

のもの 
158円（165

基本額 3,480円（3,654円）  電 話 非 重

端末回線料 1,385円（1,454.25円） 
畳のもの 

基本額 ,958.5円） 3,770円（3プラン５ 

もの 
回線料 165.9円） 

電 話 重 畳

の
端末 158円（

基本額 3,770円（3,958.5円）  

も
回線料 54.25円） 

電 話

畳の

非 重

の 
端末 1,385円（1,4

基本額 3,770円（3,958.5円） プラン６ 

もの
線料 .9円） 

電 話

の

重 畳

 
端末回 158円（165

基本額 3,770円（3,958.5円）  電 話 非 重

畳のもの 
端末回線料 1,385円（1,454.25円） 

基本額 3,490円（3,664.5円） プラン７ 電 話 重 畳

のもの 
端末回線料 158円（165.9円） 

 電 話 非 重 基本額 3,490円（3,664.5円） 
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畳のもの 端末回線料 54.25円） 1,385円（1,4

基本額 06.1円） 2,482円（2,6プラン８ 話

のもの 
線料 165.9円） 

電 重 畳

端末回 158円（

基本額 606.1円） 2,482円（2 電 話

線料 54.25円） 

非 重

畳のもの 
端末回 1,385円（1,4

基本額 3,172円（3,330.6円） プラン９ 電 話 重 畳

端末回線料 158円（165.9円） 
のもの 

基本額 3,172円（3,330.6円） 電 話 非 重

畳のもの 
端末回線料 1,385円（1,454.25円） 

 

加算額（ダイヤルアップ回線 3円  （3.15円） 

からアクセスポイントに接続

して通信を行う場合） 

備考 

１ 電話重畳のものは、ＤＳＬ回線に係る共通編別記17ののイの（イ

める契約がその特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定する利用

)のＡに定

回線型サ

ービスに係るものをいいます。以下同じとします。 

２ 電話非重畳のものは、ＤＳＬ回線に係る共通編別記17ののイの

る契約がその特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定する契約

ービス

(イ)に定め

者回線型サ

に係るものをいいます。以下同じとします。 

３ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

４ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところ

変更を行により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の

います。 

５ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が別に指定す

るところによります。 

６ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添

る又は電子メール本文に含まれている

付されてい

場合、当社が別に定めるコンピュータウ

子メールの

できます。 

イルス対策ソフトにより、そのコンピュータウイルスを検知し、電

転送を停止させることが

７ ウイルス

ターンフ

 コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータ

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルスパ

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

８ この備考の６に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方

法により利用可能とします。 

９ 発生する損害につい

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません。 

 当社は、この備考の６の電子メールの転送の停止に伴い

10 コース２に係る第２種契約者が指定することのできるＤＳＬ回線の終端の場

所は、ＤＳＬ回線に係る特定協定事業者の契約約款及び料金表に定めるところ

によるほか、当社が別に定めるところによります。 

（注１） この備考の６に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはトレンド

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 
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（ イル

ペ ー ジ

パターンフ

掲示

ンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

る当該ウイルスパターンファイル更改後２日

後以降となります。 

注２） この備考の７に規定する当社が別に定めるウイルスパターンファ

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルス

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームページに

するウイルスパター

トレンドマイクロ株式会社によ

      エ のもの 

  １契約者識別符号ごとに月額 

区 分 料   金   額 

 コース２－２

    

プラン１ 基本額 ,955.1円） 1,862円（1

 
の 

回線料 165.9円） 

電話重

のも

畳

端末  158円（

 基本額 1,862円（1955.1円） 

 
の

回線料 54.25円） 

電話

畳

非重

もの
端末 1,385円（1,4

プラン２ 522.1円） 基本額 2,402円（2

 回線料 165.9円） 

電話

のも

重畳

の 
端末  158円（

 基本額 2,562円（2,690.1円） 

 線料 1,385円（1,454.25円） 

電話非重

畳のもの
端末回

備考 

１ 電話重畳のものは、ＤＳＬ回線に係る共通編17ののイの(イ)に

がその特定協定事業者の契約約款及び料

定める契約

金表に規定する利用回線型サービスに

係るものをいいます。以下同じとします。 

２ 電話非重畳のものは、ＤＳＬ回線に係る共通編17ののイの(イ)に定

約がそ

める契

の特定協定事業者の契約約款及び料金表に規定する契約者回線型サービ

スに係るものをいいます。以下同じとします。 

３ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

４ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定

により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容

います。 

するところ

の変更を行

５ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が別に指定す

るところによります。 

６ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添付されてい

ピュータウ

、そのコンピュータウイルスを検知し、電子メールの

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコン

イルス対策ソフトにより

転送を停止させることができます。 

７ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフは、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

８ この備考の６に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方

法により利用可能とします。 

９ 当社は、この備考の６の電子メールの転送の停止に伴い発生する損害につい

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません。 

10 コース１に係る第２種契約者が指定することのできるＤＳＬ回線の終端の場

所は、ＤＳＬ回線に係る特定協定事業者の契約約款及び料金表に定めるところ

によるほか、当社が別に定めるところによります。 
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（ ェアとはトレンド

 

注１） この備考の６に規定する当社が別に定めるソフトウ

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。

（ ル

ジ

ージに掲示

ターンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

トレンドマイクロ株式会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

 

注２） この備考の７に規定する当社が別に定めるウイルスパターンファイ

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルスパターンフ

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームペ

するウイルスパ

後以降となります。

 

      タイプ３のもの 

      ア コース１のもの 

       ー１のもの 

ごとに月額 

区    分   額 

（ア） メニュ

 １契約者識別符号

料   金 

プラン１ 1,260円） 1,200円（

プラン２ 997.5円） 950円（

プラン３ ,260円） 1,200円（1

プラン４ 950円（997.5円） 

プラン５ 1,200円（1,260円） 

プラン６ 950円（997.5円） 

プラン７ 1,500円（1,575円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定

により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容

います。 

するところ

の変更を行

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が別に指定す

るところによります。 

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添付されてい

ュータウ

メールの

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコンピ

イルス対策ソフトにより、そのコンピュータウイルスを検知し、電子

転送を停止させることができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフは、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方

法により利用可能とします。 

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する損害につい

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません。 

（注1） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはトレンドマ

イクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 
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（ ァイル

ペ ー ジ

パターンフ

ージに掲示

ンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

ウイルスパターンファイル更改後２日

後以降となります。 

注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパターンフ

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルス

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームペ

するウイルスパター

トレンドマイクロ株式会社による当該

       ー２のもの 

 １契約者識別符号ごとに月額 

区    分 料   金   額 

（イ） メニュ

プラン１ ,079円） 1,980円（2

プラン２ 1,302円） 1,240円（

プラン３ 7,800円（8,190円） 

プラン４ 300円（315円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところ

変更を行により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の

います。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が

るところによります。 

別に指定す

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコン

イルス対策ソフトにより、そのコンピ

付されてい

ピュータウ

ュータウイルスを検知し、電子メールの

転送を停止させることができます。 

５ トにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフ

イルスとします。 

 コンピュータウイルス対策ソフ

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能なウ

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に

法により利用可能とします。 

指定する方

７ 当社は、この備考の４の電子メール 

転送の停止に伴い発生する損害については、第２種契約者その他のいかな

に対しても責任を負いません。 

の る者

（注1 レンドマ） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはト

イクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 

（ の５に規定する当社が別に定めるウイルスパターンファイル

マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ

jp/support/）に掲示するウイルスパターンフ

ァイルとします。ただし、トレンドマイ ジに掲示

するウイ ァイルを、本サービ となるのは、

レンドマイクロ株式会社による当該ウイル 後２日

後以降となります。 

注２） この備考

と は 、 ト レ ン ド

（http://www.trendmicro.co.

クロ株式会社のホームペー

ルスパターンフ スにおいて検知可能

ト スパターンファイル更改

      イ コース２のもの 

       （ア） メニュー１のもの 

 １契約者識別符号ごとに月額 

区    分 料   金   額 

プラン１ 1,650円（1,732.5円） 
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２ 1,470円） プラン 1,400円（

プラン３ 32.5円） 1,650円（1,7

プラン４ 1,400円（1,470円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところ

の変更を行により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容

います。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が

るところによります。 

別に指定す

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添付されてい

ピュータウ

子メールの

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコン

イルス対策ソフトにより、そのコンピュータウイルスを検知し、電

転送を停止させることができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュー

は、ウイルスの検知の実

タウイルス

施時における、当社が別に定めるウイルスパターンフ

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に

法により利用可能とします。 

指定する方

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません

損害につい

。 

（ トレンドマ注1） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとは

イクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 

（ ァイル

ペ ー ジ

micro.co.jp/support/）に掲示するウイルスパターンフ

ます レンドマイクロ株式会社のホームページに掲示

するウイルスパターンファイルを、本サ るのは、

トレンドマ 社による当該ウイルスパタ 更改後２日

後以降となります。 

注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパターンフ

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trend

ァイルとし 。ただし、ト

ービスにおいて検知可能とな

イクロ株式会 ーンファイル

      ウ コース３のもの 

   （ア） メニュー１のもの 

ごとに月額 

区    分   額 

    

 １契約者識別符号

料   金 

プラン１ 1,900円（1,995円） 

プラン２ 1,650円（1,732.5円） 

プラン３ 1,900円（1,995円） 

プラン４ 1,650円（1,732.5円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところ

により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の変更を行

います。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が別に指定す

るところによります。 
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付されてい

ピュータウ

ピュータウイルスを検知し、電子メールの

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコン

イルス対策ソフトにより、そのコン

転送を停止させることができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフ

ウイルスとします。 

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能な

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に

法により利用可能とします。 

指定する方

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を

損害につい

負いません。 

（注1） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはト

イクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 

レンドマ

（ ンファイル

ペ ー ジ

パターンフ

。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームページに掲示

するウイルスパターンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

式会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパター

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルス

ァイルとします

トレンドマイクロ株

後以降となります。 

 

     

  ア コース２のもの 

ごとに月額 

区        分 料   金   額 

 タイプ６のもの 

    

  １契約者識別符号

プラン１ 4,843円（5085.15円） 

プラン２ 3,696円（3,880.8円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定

により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容

います。 

するところ

の変更を行

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が別に指定す

るところによります。 

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添付されてい

ピュータウ

、そのコンピュータウイルスを検知し、電子メールの

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコン

イルス対策ソフトにより

転送を停止させることができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフは、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

６ が別に指定する方

法により利用可能とします。 

 この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する損害につい

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません。 

８ １の契約者識別符号により同時に通信を行うことができる数は１とします。 

（注１） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはトレンド

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 
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（ イル

ペ ー ジ

パターンフ

掲示

ンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

トレンドマイクロ株式会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

 

注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパターンファ

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルス

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームページに

するウイルスパター

後以降となります。

 

     イ コース３のもの 

区        分 料   金   額 

プラン１ 3,696円（3,880.8円） 

備考 

は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 １ 当社

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定

により、メールア

するところ

ドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の変更を行

います。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が

るところによります。 

別に指定す

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコン

イルス対策ソフトにより、そのコンピ

付されてい

ピュータウ

ュータウイルスを検知し、電子メールの

転送を停止させることができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフは、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

６ 指定する方 この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に

法により利用可能とします。 

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません

損害につい

。 

８ します。  １の契約者識別符号により同時に通信を行うことができる数は１と

（ はトレンド注１） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアと

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 

（ ンファイル

ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ

co.jp/support/）に掲示するウイルスパターンフ

ァイルとします。ただし、トレンドマイ ジに掲示

するウ 、本サービス となるのは、

トレンドマイクロ株式会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

降となります。 

注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパター

と は 、 ト レ ン

（http://www.trendmicro.

クロ株式会社のホームペー

イルスパターンファイルを において検知可能

後以

 

    の２ タイプ６－２のもの 

  １契約者識別符号ごとに月額 

区        分 料   金   額 

定額利用料 2,543円（2670.15円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところ

により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の変更を行



69 

います。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が別に指定す

るところによります。 

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添

る又は電子メール本文に含ま

付されてい

れている場合、当社が別に定めるコンピュータウ

子メールのイルス対策ソフトにより、そのコンピュータウイルスを検知し、電

転送を停止させることができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

パターンフ

ウイルスとします。 

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルス

ァイルにより対応可能な

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方

法により利用可能とします。 

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負

損害につい

いません。 

８ １の契約者識別符号により同時に通信を行うことができる数は１とします。 

（ ンド

 

注１） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはトレ

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。

（ ンファイル

ジ

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームページに掲示

ルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパター

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルスパターンフ

するウイルスパターンファイ

トレンドマイクロ株式

後以降となります。 

 

      の 

 ア コース１のもの 

       （ア） メニュー１のもの 

とに月額 

   額 

の３ タイプ６－３のも

     

  １契約者識別符号ご

区        分 料   金

メニュー１ 2,743円（2,880.15円） 

メニュー２ 933.3円（980円） 

備考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当てます。 

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定

により、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容

います。 

するところ

の変更を行

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が

るところによります。 

別に指定す

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルスが添付されてい

ュータウ

のコンピュータウイルスを検知し、電子メールの

転送を停止させることができます。 

る又は電子メール本文に含まれている場合、当社が別に定めるコンピ

イルス対策ソフトにより、そ

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルス

は、ウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルスパターンフ

ァイルにより対応可能なウイルスとします。 

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方

法により利用可能とします。 
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損害につい

ん。 

７ 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発生する

ては、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いませ

８ １の契約者識別符号により同時に通信を行うことができる数は１とします。 

（ ェアとはトレンド

 

注１） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウ

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。

（ ンファイル

ペ ー ジ

ターンフ

ージに掲示

ーンファイルを、本サービスにおいて検知可能となるのは、

トレンドマイクロ株式会社による当該ウイルスパターンファイル更改後２日

後以降となります。 

注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパター

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルスパ

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームペ

するウイルスパタ

 

 

      タ  

  ア コース１のもの 

１契 ごとに月額 

区    分 料   金   額 

イプ７のもの

    

  約者識別符号

プラン１ 400円（420円） 

プラン２ 500円（525円） 

備

てます。 

考 

１ 当社は、メールアドレスを当社が別に指定するところにより割り当

２ 当社は、第２種契約者から請求があったときは、当社が別に指定するところに

変更を行いより、メールアドレスの追加、変更その他電子メールの利用内容の

ます。 

３ 電子メールとして蓄積できる通信の情報量及び期間等は、当社が別

ところによります。 

に指定する

４ 第２種契約者が送信した電子メールにコンピュータウイルス（第三

ラムやデー

者のプログ

タべースに対して意図的に何らかの被害を及ぼすように作られたプ

以上を有す

メール本文

定めるコンピュータウイルス対策ソフトによ

させること

ログラムであり、自己伝染機能、潜伏機能又は発病機能のうち１つ

るものをいいます。以下同じとします。）が添付されている又は電子

に含まれている場合、当社が別に

り、そのコンピュータウイルスを検知し、電子メールの転送を停止

ができます。 

５ コンピュータウイルス対策ソフトにより検知可能なコンピュータウイルスは、

ーンファイウイルスの検知の実施時における、当社が別に定めるウイルスパタ

ルにより対応可能なウイルスとします。 

６ この備考の４に規定する電子メールの転送の停止は、当社が別に指定する方法

により利用可能とします。 

７ 生する損害について

。 

８ １ ます。 

９ ポ ータブル

IPアクセスを利用できない場合があります。 

 当社は、この備考の４の電子メールの転送の停止に伴い発

は、第２種契約者その他のいかなる者に対しても責任を負いません

の契約者識別符号により同時に通信を行うことができる数は１とし

ータブルIPアクセスの営業区域の設置条件、時間帯等によってはポ

（注１） この備考の４に規定する当社が別に定めるソフトウェアとはトレンド

マイクロ株式会社が提供する「InterScan VirusWall」とします。 

（注２） この備考の５に規定する当社が別に定めるウイルスパターンファイル

と は 、 ト レ ン ド マ イ ク ロ 株 式 会 社 の ホ ー ム ペ ー ジ

（http://www.trendmicro.co.jp/support/）に掲示するウイルスパターンフ

ァイルとします。ただし、トレンドマイクロ株式会社のホームページに掲示
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サ イクロ株式会社による当該ウ

イルスパターンファイル更改後２日後以降となります。 

するウイルスパターンファイルを、本 

ービスにおいて検知可能となるのは、トレンドマ

 

    １－２－３ 電子

区 

メールの利 の場合の利 加算額 

   分 単位 料   金   額 

用 用料又は定額利用料の

追加利用するメールアド

が１までの場合 

レス  250円（262.5円） 

追加利用するメールアドレス 追加利用するメールア 100円（105円） 

が１を超える29までの場合 ドレス１ごとに月額 

 

   １－２－４ 特定ダイヤルアップ回線及びポ の利用

加算

通信時間１分までごとに 

   分 金額 

 ータブルＩＰアクセス

の場合の利用料又は定額利用料の 額 

  

区 単位 料

特定ダイヤルアップ

線の利用 

定額制アクセ

ントに接続した場合 

550円（577.5円） 

回

スポイ 月額 

ポータブルＩＰアク

セスの利用 

 接続通信時間の累計

時間1分までごとに 

10円（10.5円） 

備考 

ポータブルＩＰアクセスの利用の場合の利用料又は定額利用料の加算額が3,200

円（3,360円 、接続通信時間にか ず3 3,360円）を

ます。 

）を超える場合は かわら ,200円（

適用し

 

  

単 位 料金額 

  １－２－５ 付加機能利用

区     分

料 

 

削
除

削除 

 

削除 削除 

蓄積で

報量が

きる情

10メガ

までの

 

バイト

- 

もの 

ウ
ェ
ブ
機
能

のコース１のメ

１のプラン７、メニュー２の

名

情

ごとに月額

200円 

（210円） 

 
この機能を利用する第２種

（タイプ３

契約者

ニュー

プラン

４を除きます。）が当社のドメイン

を使用するホームページに係る

報の蓄積又は転送等を行うこと

蓄積できる情

報量が10メガ

10メガバイ

トを超え５

ができる機能 バイトを超え

るもの 

メガバイト

 

備
考 

１ 当社は、ホームページアドレスを当社が別に定めるところ

当てます。この場合のホームページアドレスの数は、１の第２種

イプ３のコース１のメニュー１のプラン７、メニュー２のプ

きます

により割り

契約（タ

ラン４を除

。）につき１とします。 

２ この機能を利用する場合において、蓄積できるホームページ

報量は、当社が別に定めるところによります。 

に係る情

  

３ 当社は、当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得ないときそ

の他当社のＩＰ通信網サービスに係る業務の遂行上著しい支障がある

ときは、現に蓄積している情報の転送を停止し、又は消去することがあ

ります。 

  

４ 当社は、他人の著作権その他の権利を侵害する、公序良俗に反する、

法令に反する、他人の利益を害する、又は共通編別記６に定める事項に

抵触する態様でこの機能が利用されていると認めた場合は、現に蓄積し

ている情報の転送の停止を行うことがあります。 



72 

の転送の停

、なおその事実を解消しないときは、この機

  

５ 当社は、この備考の４の規定により現に蓄積している情報

止をされた第２種契約者が

能の廃止を行うことがあります。 

  

６ この備考の３から５までの規定により現に蓄積している

の停止若しくは消去又はこの機能の廃止を行う場合

情報の転送

は、当社はあらかじ

 

めそのことを第２種契約者にお知らせします。 

 なお、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。

  

７ 当社は、一定期間情報を蓄積していないときは、この機能の廃止を行

を第２種契うことがあります。この場合、当社は、あらかじめそのこと

約者にお知らせします。 

  

８ 当社は、この機能の利用に伴い発生する損害（この備考の３から５ま

している情報 停止若し

ことに伴 のを含み

ん。 

での規

くは消

ます

定及び７の規定により現に蓄積

去又はこの機能の廃止を行った

。）については、責任を負いませ

の転送の

い発生するも

ホ
ス
テ
ィ
ン
グ
機
能 

の蓄積又

転送等を行う

ことができる

機能 

バイト

可能メー

録する

スをい

。）及び

あった

的に転

アドレ

としま

でのもの

り、当社が別途定めるホーム

の作成を支援する機能をいい

す。以下同じとします。）が

 2,480円 

（2,604円） 

電子メール

蓄積又は転

及びホーム

ージに係る

報

の

送

ペ

情

は

蓄積できる情報量が30メガ

までのものであり、登録

ルアドレス（あらかじめ登

ことができるメールアドレ

います。以下同じとします

自動転送メールアドレス（そのメ

ールアドレスへ送信された電子メ

ールが、あらかじめ登録の

他のメールアドレスに自動

送されることとなるメール

スをいいます。以下同じ

す。）の数がそれぞれ10ま

であ

ページ作成ツール（ホームページ

ま

利用可

能なもの 

 

 メールアドレスの

を超えるもの ルアドレ

ス数１ごと

月額 

50円 

（52.5円） 

登録可能 数が10 追

ー

加するメ

に

 

 ールアドレスの数が1

を超えるもの ールアドレ

50円 

（52.5円） 

自動転送メ 0 追加するメ

ス数１ごと

に月額 

 

 できる情報量が30メガバイト 追加ディス

ガバイトご

とに月額 

400円 

（420円） 

蓄積

を超えるもの ク容量５メ

 

１ 当社は１の第２種契約（タイプ３のコース１のメニュー１のプラン

７、メニュー２のプラン４を除きます。）につき、１のホスティング機

能を提供します。 

 

備
考 

２ 当社は、メールアドレス及びドメイン名を当社が別に定めるところに

より割り当てます。 
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プ３のコー

ます。以下

には、追加する

す。 

  

３ 当社は、ホスティング機能を利用する第２種契約者（タイ

ス１のメニュー１のプラン７、メニュー２のプラン４を除き

この欄において同じとします。）から申出があった場合

メールアドレスの数又は増加する蓄積情報量の変更を行いま

  

４ ホスティング機能において追加することができるメールアドレスの

めるところ数又は増加することができる蓄積情報量等は、当社が別に定

によります。 

  

５ ホスティング機能で提供されるホームページ作成ツール

当社又はホスティング機能提供にあたっての協力会社に帰属

れ以外に第２種契約

の著作権は

します。そ

者が、ホスティング機能を利用して作成するコンテ

２種契約者ンツに含まれる著作物の著作権は、その著作物を作成した第

に基本的に帰属します。 

  

６ 第２種契約者は、ホスティング機能の利用にあたって使用す

ＩＤとパスワードの管理責任を負い、その使用上の誤り又は

る不正使用等により第２種契約者に生じた損害については、

契約者の故意過失の有無に関わらず、当社は一切の責任を負

ホスティング機能において、第２種契約者のＩＤ及びパスワード

る自分の

第三者によ

当該第２種

いません。

が使用

したものと

に使用、

なりません。 

された場合、当社は当該ＩＤに対応する第２種契約者が使用

して取扱います。第２種契約者は、ＩＤ及びパスワードを第三者

貸与又は譲渡（当社が認める場合を除きます。）等をしては

  

７ 第２種契約者は、過失の有無に関わらず、自らが掲載した

ジの内容及びそのホームページに起因する、物理的・精神的

一切の結果に対して責任を持つものとします。 

ホームペー

被害を含む

  

８ 第２種契約者は、ホスティング機能を自らの責任のみにお

るものであり、ホスティング機能を利用して得た情報や、当

スを通じてダウンロード及びその他の

いて利用す

社のサービ

方法によって得たホームページ

うな情報か

ルのダウン

ンピュータの機能やデータの損失については

作成ツールを自らの判断と責任で使用するものとし、このよ

ら生じた一切の責任・損害・費用や、ホームページ作成ツー

ロードによって生じたコ

自らの責任において処理するものとします。 
  

９ 当社は、当社の電気通信設備の保守上又は工事上やむを得

の他当社のＩＰ通信網サービスに係る業務の遂行上著しい

ときは、現に蓄積しているホームページに

ないときそ

支障がある

係る情報の転送を停止し、又

は消去することがあります。 

  

10 当社は、他人の著作権その他の権利を侵害する、公序良俗に反する、

める事項に

現に蓄積し

法令に反する、他人の利益を害する、又は共通編別記６に定

抵触する態様でこの機能が利用されていると認めた場合は、

ている情報の転送の停止を行うことがあります。 

  

11 当社は、この備考の10の規定により現に蓄積している情報の転送の停

は、この機止をされた第２種契約者が、なおその事実を解消しないとき

能の廃止を行うことがあります。 

  

12 この備考の９から11までの規定により現に蓄積しているホームペー

を行う場

合は、当社は、あらかじめそのことを第２種契約者にお知らせします。 

 なお、緊急やむを得ない場合は、この限りでありません。 

ジに係る情報の転送の停止若しくは消去又はこの機能の廃止

  13 当社は、ホームページに係る情報の蓄積又は転送等に伴い発生する損

害（この備考の９から11までの規定により現に蓄積しているホームペー

ジに係る情報の転送の停止若しくは消去又はこの機能の廃止を行った

ことに伴い発生するものを含みます。）については、責任を負いません。 

  14 当社は、ホスティング機能の契約の解除があった場合は、あらかじめ
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ページに係

ージに係る

報の消去を行ったことに伴い発生する損害について、責任を負いませ

第２種契約者に対し通知することなく、蓄積していたホーム

る情報を消去します。この場合において、当社は、ホームペ

情

ん。 

  

15  転送情報量は、蓄積装置から契約者回線等への方向へ送信さ

ムページに係る情報の情報

れるホー

量とし、当社の機器により測定します。 

 

ことができなかった場合

 

16  当社の機器の故障等により正しく算定する

の料金は次のとおりとします。 

ア 過去１年間の実績を把握することができる場合 

 機器の故障等により正しく算定することができなか

日（初日が確定できないときにあっては、種々の事情を総

の故障等があったと認めら

った日の初

合的に判

れる日）の属する料金月の前

値に、

断して機器

12料金月の各料金月における１日平均の利用料が最低となる

算定できなかった期間の日数を乗じて得た額 

 

合 

より算出し

料が最低となる値に、算定できなかった期間の日

 

イ ア以外の場

 把握可能な実績に基づいて当社が別に定める方法に

た１日平均の利用

数を乗じて得た額 

 

として、次

 

（注） 本欄イに規定する当社が別に定める方法は、原則

のとおりとします。 

  

 過去２か月以上の実績を把握することができる場合 

かった日前

用料が最低

た額 

 機器の故障等により正しく算定することができな

の実績が把握できる各料金月における１日平均の利

となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得

 

きない場合 

とができなかった日前

均 は故障等

のうち低いほうの

値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得た額 

 

 過去２か月間の実績を把握することがで

 機器の故障等により正しく

の実績が把握できる期間にお

の回復後の７日間における１日

算定するこ

ける１日平

平均の利用料

の利用料又

１－１（適用）のに係る規定にかかわらず、接続 １の契約者

通信時間に関係なくこの欄に規定する料金額を適

し

識別符号ご

300円 

（315円） 

用（タイプ７のコース１のプラン２を除きます。）

てポータブルＩＰアクセスを提供する機能 

とに月額 

ポ
ー
タ
ブ
ル
Ｉ
Ｐ
ア
ク
セ
ス
機
能

備
考

ア この機能の提供を請求したとき、その請求の承諾日を含む月の初日か

社がこの機能 始した月

適用します。 

 

 らこの機能を提供します。 

イ この機能の提供を請求したとき、当

の翌月からこの欄に規定する料金を

の提供を開

ＩＰｖ６トンネリング装置（契約者識別符号及び暗

がその第２種契約者（タイプ３のコース１の

ー１のプラン

月額 

証符号

メニュ ７、メニュー２のプラン４を除

きます。）のものであることを識別するものに限り

ます。）を介してＩＰｖ６パケットに係る通信を行

うことができるようにする機能 

300円 

（315円） 
Ｉ
Ｐ
ｖ
６
ト
ン
ネ
リ
ン
グ
機
能 

備
考 

当社は１の第２種契約（タイプ３のコース１のメニュー１のプラン７、

メニュー２のプラン４を除きます。）につき、１のＩＰｖ６トンネリング

機能を提供します。 
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    ２－６ 請求書等の 関する料金 

単位 額 

 

１－ 発行に

区分 料金

一の請求書につき 100円（105円） 請求書等発行手数料 

替通知書につき 100円（105円） 一の口座振

 

区分 額 

    １－２－７ ユニバーサルサービス料 

単位 料金

ユニバーサルサービス

６－２及

プ６－３のものに限りま

信役務支援

の適用期間ごと

に総務大臣に認可を受け

同額 

料 １の第２種契約（

６、タイプ

タイプ

びタイ

基礎的電気通

機関がそ

す。）ごとに月額 た番号単価と

備考 

とに算定し、ホー

ムページ（http://www.tca.or.jp/universalse  

 番号単価は、基礎的電気通信役務支援機関が別に定める期間ご

rvice/）で公表します。

 

用料の 額 

通 までごとに 

単位 料金額 

    １－２－８ ダイヤルアップ回

区分 

線の利用の場合の利 加算

信時間１分

ダイヤルアップ

回線の利用 

第２種契約者（タイプ６

のものに限ります。）が

従量制アクセスポイン

トに接続した場合 

接続通信時間の累

計時間1分までごと

に 

15円 

（15.75円） 

 



76 

続きに関する料金 

  

 容 

 第２ 手

 １ 適用

区  分 内        

手 関する料金は、次続きに のとおりとします。 手続きに関する料

金の適用 
別   種 内    容 

  譲渡承認手数料 利用権の譲渡の請求をし、その承認を受

けたときに要する料金 

 

  

 

額 

料 金 種 別 単 位 料 金 額 

  ２ 料金

譲渡承認手数料 １の契約ごとに 800円（840円） 
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工事に関する費用（工事費（附帯サービスの工事費を除きます。）） 

 

第２表 

１ 適用 

区  分 内         容 

 工事費の算 適用しま

利用回線に係るものの場合、

データ通信

ます。 

、工事費は、モバイル

関する工

定 ア 工事費は、施工した工事に係る交換機等工事費を

す。 

イ 他社接続モバイルデータ通信

 

工事費は、施工した工事に係る他社接続モバイル

利用回線に関する工事費を適用し

ウ モバイルアクセスに係るものの場合

アクセスに 事費を適用します。 

ア 交換機等工事費は、次の場合に適用します。 

 区  分 用  交換機等工事費の適

 交換機等工

費の適用 

交換機等工事費 ＩＰ通信網サービス取扱所に設置される

等におい

す。 

事

交換設備、主配線盤又は蓄積装置

て工事を要する場合に適用しま
  

 他社接続モバ

利用回線に関す

る工事費の適用

第２種オープンコンピュータ通信網サービス（他社接 イ

供の開始にイルデータ通信

 

ルデータ通信利用回線に係るものに限ります。）の提

関する工事費として適用します。 

続モバ

 品目等の変 区分の変更

の態様によ

に適用しま

ス回線二重

利用若しくは接続契約者回線等の接続の変更又は移転の

回線共用の

約者回線等

工事に適用

用の開始に関する工事と

利用の開始

ほか、２（工事費の額）の規定にかか

ます。 

更 ア 品目、通信又は保守の態様による細目、契約の

の場合の工事費は、変更後の品目、通信又は保守

る細目、契約の区分に対応する設備に関する工事

す。 

イ 回線収容部、アクセス回線共用の利用、アクセ

化の

場合の工事費は、変更後の回線収容部、アクセス

利用、アクセス回線二重化の利用若しくは接続契

の接続に関する工事又は移転先の取付けに関する

します。 

ウ 第５種ホスティングサービスの利

次の工事を同時に施工する場合の工事費の額は、

に関する工事費の額の

わらず、１の契約ごとに2,000円（2,100円）とし

 (ア) メールアドレス数の追加に関する工事 

 (イ) メールセキュリティ機能に関する工事 

 工事費の適用

除外 

かわらず、

の支払いを要しません。 

次の工事については、２（工事費の額）の規定にか

工事費

 提供の開始

社接続モバイルデータ通信利用回線及びモ

バイルアクセスを除きます。） 

ア 第２種オープンコンピュータ通信網サービスの

に関する工事（他

 イ ウェブ機能、ホスティング機能、携帯電話番号等認証機能、

インターネット接続機能又は電子メール追加機能に関する工

事 

 ウ 第２種オープンコンピュータ通信網サービスの電子メール

の利用に関する工事 
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 の開始に

った場合、

であって、

ら起算し

出があり、

移転若しく

ク未確立状

もの及びその変更前の

入者回線の

エ 次に掲げる契約に係るＩＰ通信網サービスの提供

より、ＤＳＬ回線に起因してリンク未確立状態とな

（そのことを当社が確認できる場合に限ります。）

そのＩＰ通信網サービスの提供の開始の日の翌日か

て20日以内に、ＩＰ通信網契約者からその旨の申

そのＩＰ通信網契約の解除又は特定加入者回線の

は品目の変更の請求が行われた場合の工事（リン

態となったＩＰ通信網サービスに係る

品目への変更に係るもの又はその移転前の特定加

終端の場所への移転に係るものに限ります。） 

 工事費の減 、２（工事費の額）の規定にかかわらず、工事の態様等

とがありま

額 当社は

適用 を勘案して、その工事費の額を減額して適用するこ

す。 

 モバイルアク

セスに関する工

事費の適用 

第２種オープンコンピュータ通信網サービス（モバイルアクセ

スに係るものに限ります。）の提供の開始に関する工事費として

適用します。 
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２－１ サービス（他社接続モバイルデータ通

信利用 供の開始に関する工事

 位 事費の額 

  ２ 工事費の額 

 第２種オープンコンピュータ通信網

回線）の提 費 

区  分 単 工

タイプ６のコース１のプラン１及びコース２のプ １の契約ごとに 2,700円 

2,835円） ラン１ （

タイプ６のコース２のプラン２及びコース３のプ １の契約ごとに 3,000円 

（3,150円） ラン１ 

 

２－２ 第２種 ンピュータ通信網サー モバイ に係るも

単 の額 

オープンコ ビス（ ルアクセス

のに限ります。）の提供の開始に関

区  分 

する工事費 

位 工事費

モバイルアクセス（共通編別記17ののケに規

る卸ＦＯＭＡ契約に係るものに限ります。）に関

る工

定す

す

事費 

１の契約ごと 2,500円 

5円） 
に

（2,62

モバイルアクセス（共通編別記17ののケに規定す

る卸Ｘｉ契約に係るものに限ります。）に関する工

事費 

１の契約ごとに 3,000円 

（3,150円） 
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関する料金 

動無線装置使用料 

 

 

第３表 附帯サービスに

第１ 移

１ 適用

区  分 内  容 

移動無線装置使

用料の適用 

ビス（タイ

イプ６－３

限ります。

のに限りま

）の契約にあたって、移動無線装置使用料を適用します。 

当社は、第２種オープンコンピュータ通信網サー

プ６のコース２のプラン１、タイプ６－２及びタ

（コース１のメニュー１のプラン１に係るものに

以下、第３表において同じとします。）に係るも

す。

1 当社は、移 装置使用料を適用するにあたって、次表のとお 動無線

別を

動無線 り移

装置の種 定めます。 

 種別 内容  

 ＥＭタイプ のもの  ＷｉＦｉルータータイプ及びＵＳＢタイプ以外

 ＷｉＦｉルー

タータイプ 

るも

と通信を

の 

 １の２種契約（タイプ６－２又はタイプ６－３

のに限ります。）において、複数の自営端末設備

行うことができるも

に係

 ＵＳＢタイプ １の２種契約（タイプ６－２又はタイプ６－３に

のに限ります。）において、１の自営端末設備と通

係るも

信を行

 

うことができるもの 

２ 当社又は当社が別に定める特定協定事業者は１の他社接続モバ

通信利用回線又はモバイルアクセスにつき１の移動無線装置の提

金を適用します

イルデータ

供に係る料

。 

ース２のプ

約者の移

提供を開始

ス２のプラン１に係るものに限りま

置使用料に

及びタイプ６－３に係る者に限ります。）から

月から移動

イプ６

別よりいずれ

７ 装置（タイプ６のコース２のプラン１、タイプ６－２及び

タイプ６－３に係るものに限ります。）の提供に係る料金を料金表通則の規定

。 

８ 当社が別 定協定事業者が移動無 置を配 種契約者が

受け取ることができなかった場合、移動無線装置使用料を適用しません。 

（注） この欄に規定する当社が別に定める特定協定事業者は、イー・アクセス

株式会社とします。 

３  当社が別に定める特定協定事業者が移動無線装置（タイプ６のコ

ラン１に係るものに限ります。）を配送し、その特定協定事業者が契

動無線装置の受け取りを確認した日をもって、この移動無線装置の

した日とします。 

４ 当社が移動無線装置（タイプ６のコー

す。）の提供を開始した日を含む料金月の翌料金月から移動無線装

規定する料金を適用します。 

５ 第２種契約者（タイプ６－２

の申込みを承諾した日から起算して10日後を含む料金月の翌料金

無線装置使用料に規定する料金を適用します。 

６ 第２種契約者（タイプ６のコース２のプラン１、タイプ６－２及びタ

－３に係る者に限ります。）は当社が別に定める移動無線装置種

か１つを選択することができます。 

 当社は、移動無線

に準じて取り扱います

に定める特 線装 送し、第２

 

  ２ 移動無線装置使用料 

区  分 内  容 料 金 額 

ＥＭタイプ １台ごとに 700円（735円） 
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イプ（タイプ６－２に １台ごとに 600円（630円） ＷｉＦｉルータータ

係るものに限ります。） 

ＷｉＦｉルータータイプ（タイプ６－３に １台ごとに 934円（980.7円） 

係るものに限ります。） 

ＵＳＢタイプ（タイプ６－２に係るものに １台ごとに 390円（409.5円） 

限ります。） 

ＵＳＢタイプ（タイプ６－３に係るものに １台ごとに 700円（735円） 

限ります。） 

 

第２ 加入者回線に係る屋内配線利  

区  分 

特定 用

１ 適用 

内  容 

屋内配線利用料の適用 

者につい

す。 

特定加入者回線の終端からジャック又はローゼット（ジ

合には宅内

。以下この欄において同じとします。）まで

ャック又はローゼット又は他のジャック又はロ

ーゼットまでの配線 

２ 屋内配線利用料は、料金表通則の規 じて取り

扱いま

１ 当社は特定加入者回線（ＤＳＬ回線に係るものに限ります

。以下この欄において同じとします。）に係る契約

て、次の配線ごとに屋内配線利用料を適用しま

 ア 

ャック又はローゼットが設置されていない場

機器とします

の配線 

 イ １のジ

定に準

す。 

 

２ 料金額 

月額 

分   位  金 額 区  単 料

屋内配線利用料 １の特定加入者回線ごと 60円  

（63円） 

に

 

３ 屋内配線の提供等に関する工事費 

区  分 単  位 料 金 額 

屋内配線の提供等に関す

る工事費 

１の工事ごとに 別に算定する実費 

 

 


